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一
　
序

　
二
〇
一
九
年
六
月
、
国
際
労
働
機
関
（
以
下
「
Ｉ
Ｌ
Ｏ
」
と
い
う
。）
は
、「
仕
事
の
未
来
に
向
け
た
Ｉ
Ｌ
Ｏ
創
設
１
０
０
周
年
記
念
宣

言
」
を
採
択
し（
1
）た。

同
宣
言
は
、
働
き
方
の
多
様
性
（
‘diverse form

s of w
ork arrangem

ents

’）
が
社
会
及
び
経
済
の
発
展
に
貢
献
し
、

デ
ィ
ー
セ
ン
ト
・
ワ
ー（
2
）クの
実
現
を
も
た
ら
す
も
の
と
し
て
発
展
す
る
こ
と
の
重
要
性
を
謳
っ
て
い
る
（
同
宣
言
Ⅱ
Ａ
ⅻ
）。

　
働
き
方
の
多
様
化
は
、
殊
に
近
年
、
デ
ジ
タ
ル
・
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
利
用
し
た
ギ
グ
・
エ
コ
ノ
ミ
ー
（gig econo

（
3
）

m
y

）
の
普
及
に

伴
い
新
た
な
展
開
を
見
せ
て
い（
4
）る。

こ
の
よ
う
な
社
会
の
変
化
と
呼
応
し
て
、
労
働
法
も
絶
え
ず
見
直
し
が
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

喫
緊
の
課
題
の
一
つ
が
、
労
働
法
の
人
的
適
用
範
囲
の
あ
り
方
で
あ
る
。

　
労
働（
5
）法は
、
歴
史
的
に
、
雇
主
に
対
し
従
属
的
な
立
場
に
あ
る
労
働
者
の
み
に
適
用
さ
れ
、
労
働
者
に
該
当
し
な
い
就
労
者
、
即
ち
独

立
し
て
事
業
を
営
む
自
営
業
者
に
は
適
用
さ
れ
な
い
こ
と
を
原
則
と
し
て
き（
6
）た。
し
か
し
、
就
労
形
態
の
多
様
化
に
伴
い
、
パ
ー
ト
タ
イ

マ
ー
か
ら
ギ
グ
・
エ
コ
ノ
ミ
ー
就
労
者
ま
で
、
典
型
的
な
労
働
者
で
は
な
い
が
、
か
と
い
っ
て
典
型
的
な
自
営
業
者
と
も
言
え
な
い
グ

レ
ー
ゾ
ー
ン
の
就
労
者
が
増
加
し
て
い（
7
）る。
グ
レ
ー
ゾ
ー
ン
の
就
労
者
は
労
働
者
的
要
素
も
持
ち
合
わ
せ
て
い
る
の
で
あ
る
か
ら
、
一
律

に
労
働
法
の
適
用
範
囲
外
に
置
く
の
は
不
当
で
あ
ろ
う
。
我
が
国
に
お
い
て（
8
）も、
い
わ
ゆ
る
日
本
型
雇
用
は
す
で
に
後
退
の
途
に
あ
）
9
（
る
。

二
〇
一
八
年
に
打
ち
出
さ
れ
た
「
働
き
方
改
革
」
は
、
多
様
な
働
き
方
の
更
な
る
促
進
を
掲
げ
、
雇
用
類
似
の
働
き
方
に
対
す
る
保
護
の

あ
り
方
を
一
つ
の
検
討
課
題
と
し
て
提
示
し
）
10
（
た
。
ゆ
く
ゆ
く
は
、
人
的
適
用
範
囲
の
あ
り
方
も
含
め
、
労
働
関
連
法
制
の
抜
本
的
な
見
直

し
も
必
要
に
な
る
で
あ
ろ
う
。

　
諸
外
国
及
び
Ｉ
Ｌ
Ｏ
で
も
、
労
働
法
の
人
的
適
用
範
囲
の
見
直
し
が
活
発
に
議
論
さ
れ
て
い
）
11
（
る
。
労
働
者
概
念
を
中
核
に
据
え
た
現
在

の
パ
ラ
ダ
イ
ム
を
も
は
や
放
棄
し
、
新
た
な
パ
ラ
ダ
イ
ム
を
構
築
す
べ
き
で
あ
る
と
い
う
提
言
も
さ
れ
て
い
）
12
（
る
。
今
後
も
、
時
代
を
追
う
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ご
と
に
就
労
形
態
が
ま
す
ま
す
多
様
化
す
る
な
ら
ば
、
伝
統
的
な
労
働
者
概
念
を
原
則
形
態
と
す
る
労
働
法
制
は
い
ず
れ
限
界
を
迎
え
る

で
あ
ろ
う
。

　
し
か
し
、
今
日
で
は
ま
だ
、
労
働
者
の
典
型
で
あ
る
無
期
の
フ
ル
タ
イ
ム
雇
用
下
の
就
労
者
は
、
実
社
会
に
お
い
て
一
定
の
重
要
な
地

位
を
占
め
て
い
）
13
（
る
。
し
た
が
っ
て
、
パ
ラ
ダ
イ
ム
シ
フ
ト
は
、
少
な
く
と
も
現
時
点
で
は
必
要
で
は
な
い
と
い
う
見
解
も
あ
）
14
（
る
。
事
実
、

英
国
、
ド
イ
ツ
、
ス
ペ
イ
ン
、
カ
ナ
ダ
等
の
国
々
に
お
い
て
は
、
既
存
の
労
働
者
カ
テ
ゴ
リ
ー
を
維
持
し
つ
つ
、
こ
れ
と
は
別
の
新
た
な

人
的
カ
テ
ゴ
リ
ー
を
制
定
法
に
導
入
し
、
労
働
法
の
適
用
範
囲
を
拡
大
す
る
手
法
が
採
ら
れ
て

）
16
）（
15
（
い
る
。

　
し
か
し
な
が
ら
、
こ
れ
ら
新
た
な
カ
テ
ゴ
リ
ー
が
必
ず
し
も
期
待
さ
れ
た
よ
う
な
役
割
を
果
た
し
て
い
な
い
と
の
指
摘
も
あ
）
17
（

る
。
更
に

は
、
場
当
た
り
的
な
人
的
適
用
範
囲
の
修
正
に
よ
り
、
伝
統
的
な
労
働
者
の
権
利
が
侵
害
さ
れ
る
こ
と
も
危
惧
さ
れ
て
い
）
18
（
る
。
こ
の
よ
う

な
問
題
は
、
労
働
法
の
適
用
範
囲
を
拡
大
す
る
際
に
拠
る
べ
き
規
範
が
不
明
確
で
あ
る
た
め
に
生
じ
る
と
言
え
よ
う
。

　
そ
こ
で
、
本
稿
は
、
労
働
法
の
人
的
適
用
範
囲
拡
大
の
規
範
的
基
礎
に
つ
い
て
考
究
す
る
も
の
で
あ
る
。

　
一
つ
の
手
掛
か
り
と
し
て
、
本
稿
で
は
、
英
国
の
雇
用
保
護
立
法
（em

ploym
ent protection legislat

）
19
（ion

）
を
取
り
上
げ
る
。
同
国
で
は

当
初
、
雇
用
保
護
立
法
の
適
用
対
象
は
雇
用
契
約
（contract of service

）
の
下
で
就
労
す
るem

ploy

）
20
（ee

に
限
ら
れ
て
い
た
。
し
か
し
、

一
九
九
〇
年
代
に
、
よ
り
広
い
概
念
で
あ
るw

orker
と
い
う
カ
テ
ゴ
リ
ー
が
一
部
の
法
令
に
追
加
的
に
導
入
さ
れ
た
。
こ
の
数
年
の
間

で
、
ギ
グ
・
エ
コ
ノ
ミ
ー
就
労
者
はw

orker

で
あ
る
と
の
実
務
が
定
着
し
つ
つ
あ
る
。
し
か
し
、
学
会
か
ら
は
こ
れ
に
対
す
る
批
判
も

あ
）
21
（

り
、w

orker

概
念
に
対
す
る
共
通
理
解
が
形
成
さ
れ
て
い
る
と
は
言
い
難
い
。W

orker

を
巡
る
英
国
の
こ
の
よ
う
な
動
き
は
、
英
国

外
に
お
い
て
も
注
目
を
集
め
、
労
働
法
の
適
用
範
囲
を
巡
る
議
論
の
活
性
化
の
一
つ
の
契
機
と
も
な
っ
て

）
23
）（
22
（

い
る
。

　
英
国
の
雇
用
保
護
の
領
域
でw

orker

が
必
要
と
さ
れ
た
理
由
、
換
言
す
れ
ばem

ployee

の
み
で
は
不
十
分
で
あ
る
と
さ
れ
た
理
由

は
何
か
。Em

ployee

とw
orker

は
そ
れ
ぞ
れ
ど
の
よ
う
な
概
念
と
し
て
理
解
さ
れ
、
当
該
理
解
に
ど
の
よ
う
な
問
題
が
あ
る
の
か
。

以
下
、
こ
れ
ら
の
分
析
を
通
じ
て
、
労
働
法
の
人
的
適
用
範
囲
を
画
定
す
る
際
に
基
礎
と
な
る
べ
き
規
範
的
根
拠
の
解
明
を
試
み
る
。
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二
　
雇
用
契
約
と
請
負
契
約

㈠
　
二
分
法
の
確
立

　
序
で
述
べ
た
と
お
り
、w

orker

概
念
は
、
雇
用
保
護
立
法
に
お
い
て
、em

ployee

と
自
営
業
者
と
い
う
両
概
念
を
用
い
た
二
分
法
の

問
題
点
を
克
服
す
る
た
め
に
定
立
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
歴
史
的
に
は
、
当
該
二
分
法
の
形
成
は
、
主
従
法
（the m

aster and servant 

la

）
24
（w

s

）
に
遡
る
。
主
従
法
は
、
マ
ス
タ
ー
及
び
マ
ス
タ
ー
の
た
め
に
就
労
す
る
サ
ー
バ
ン
ト
の
関
係
を
規
律
す
る
法
で
あ
り
、
今
日
の
雇

用
契
約
概
念
の
基
礎
を
成
す
。
同
法
は
一
八
世
紀
以
降
本
格
的
に
発
展
を
始
め
、
一
九
世
紀
前
半
に
は
、
サ
ー
バ
ン
ト
（
即
ち

em
plo

）
25
（

yee

）
と
は
雇
用
契
約
（contract of service

）
の
下
で
就
労
す
る
者
で
あ
る
と
い
う
法
理
が
確
立
す
る
。
当
時
の
判
例
法
（
コ
モ

ン
・
ロ
ー
（com

m
on l

）
26
（aw

））
上
、
雇
用
契
約
の
特
徴
は
、
契
約
期
間
を
通
じ
て
一
人
の
雇
主
に
排
他
的
に
労
務
を
供
給
す
る
点
に
あ
る
と

さ
れ
て
い
た
。
他
方
、
雇
用
契
約
で
は
な
い
労
務
供
給
契
約
が
請
負
契
約
（contract for servi

）
27
（ce

）
と
し
て
分
類
さ
れ
る
よ
う
に
な
る
。

請
負
契
約
下
の
就
労
者
は
独
立
自
営
業
者
（independent contractor

）
と
呼
ば
れ
、
主
従
法
の
適
用
を
受
け
な
い
も
の
と
さ
れ
）
28
（

た
。

　
主
従
法
の
領
域
で
登
場
し
た
こ
の
二
分
法
は
、
そ
の
後
、
使
用
者
の
代
位
責
任
や
社
会
保
障
等
、
近
接
す
る
他
の
法
領
域
に
お
い
て
も
、

適
用
範
囲
の
整
理
、
画
定
の
た
め
に
利
用
さ
れ
る
よ
う
に
な
）
29
（

る
。

　
更
に
、
一
九
六
〇
年
代
以
）
30
（

降
、
雇
用
保
護
の
領
）
31
（

域
に
お
い
て
も
、
雇
用
契
約
概
念
が
利
用
さ
れ
る
よ
う
に
な
る
。
そ
れ
よ
り
以
前
の
英

国
で
は
、
労
働
条
件
は
当
事
者
の
合
意
な
い
し
労
使
交
渉
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
考
え
方
が
支
配
的
で
あ
っ
）
32
（
た
。
そ

の
た
め
、
雇
用
条
件
を
規
制
す
る
制
定
法
は
、
ご
く
少
数
、
散
発
的
に
存
在
す
る
に
過
ぎ
な
か
っ
た
。
そ
し
て
、
そ
れ
ら
の
適
用
対
象
は
、

多
く
の
場
合
、
肉
体
労
働
者
、
あ
る
い
は
、
女
性
、
子
供
、
苦
汁
労
働
に
従
事
す
る
者
に
限
定
さ
れ
て
お
）
33
（
り
、
必
ず
し
もem

ployee

（
即

ち
雇
用
契
約
）
を
全
面
的
に
包
摂
す
る
も
の
で
は
な
か
っ
た
。
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し
か
し
、
一
九
六
〇
年
代
に
入
る
と
、
低
迷
す
る
国
内
経
済
を
背
景
に
、
労
働
力
の
流
動
化
を
促
す
た
め
、
一
定
の
労
働
条
件
を
法
定

す
る
方
針
に
転
換
す
る
。
そ
の
結
果
、
一
九
七
〇
年
代
後
半
ま
で
の
間
に
、
解
雇
規
制
や
賃
金
保
護
等
、
雇
用
条
件
に
介
入
す
る
法
律
が

次
々
に
制
定
さ
れ
た
（
た
だ
し
、
第
四
章
で
述
べ
る
と
お
り
、
最
低
賃
金
や
労
働
時
間
に
関
す
る
一
般
的
な
規
制
が
整
備
さ
れ
る
の
は
、
更
に
後
の
一

九
九
〇
年
代
後
半
の
こ
と
で
あ
る
。）。
こ
の
時
制
定
さ
れ
た
一
連
の
雇
用
保
護
立
法
の
人
的
適
用
範
囲
は
、
雇
用
契
約
の
下
で
就
労
す
る

em
ployee

と
定
め
ら
れ
て
い
）
34
（

た
（
一
九
七
八
年
雇
用
保
護
（
統
合
）
法
（Em

ploym
ent Protection 

（Consolidation

） Act 1978

）（
以
下
「
Ｅ
Ｐ

Ｃ
Ａ
」
と
い
う
。）
第
一
五
三
条
等
）。
こ
う
し
て
、
原
則
的
に
、
雇
用
契
約
全
般
が
包
摂
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
）
35
（
た
。
対
称
的
に
、
請
負
契
約

の
下
で
就
労
す
る
者
（
自
営
業
者
）
は
適
用
範
囲
外
と
さ
れ
た
。
こ
の
よ
う
に
、
雇
用
保
護
立
法
に
お
い
て
、
雇
用
契
約
と
請
負
契
約
と

い
う
契
約
類
型
に
依
拠
し
た
二
分
法
が
確
立
し
た
の
で
あ
）
36
（
る
。

㈡
　
雇
用
契
約
該
当
性
の
判
断
枠
組
み

　
前
述
の
と
お
り
、
雇
用
契
約
と
い
う
契
約
類
型
は
、
主
従
法
の
下
で
登
場
し
て
以
降
、
複
数
の
法
領
域
で
用
い
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

し
か
し
、
今
日
に
至
る
ま
で
、
制
定
法
上
、
雇
用
契
約
の
定
義
は
さ
れ
て
い
な
い
。
そ
の
た
め
、
そ
の
存
否
の
判
断
基
準
は
、
各
法
領
域

で
起
き
た
雇
用
契
約
該
当
性
を
巡
る
裁
判
例
を
通
じ
、
判
例
法
上
形
成
さ
れ
て
き
た
。
一
九
七
〇
年
代
に
お
い
て
は
、Ready M

ixed 

Concrete

事
件
判
決
（
一
九
六
）
37
（

八
）
に
よ
っ
て
提
示
さ
れ
た
枠
組
み
（
以
下
「
Ｒ
Ｍ
Ｃ
枠
組
み
」
と
い
う
。）
が
、
一
つ
の
到
達
点
で
あ
っ
）
38
（

た
。

一
九
七
〇
年
前
後
に
整
備
さ
れ
た
雇
用
保
護
立
法
上
の
雇
用
契
約
概
念
も
、
基
本
的
に
こ
の
枠
組
み
に
依
拠
す
る
こ
と
に
な
っ
）
39
（
た
。
ま
た
、

同
枠
組
み
は
、
今
日
で
も
、
雇
用
契
約
該
当
性
の
判
断
基
準
の
一
部
と
し
て
重
要
な
役
割
を
果
た
し
て
い
）
40
（

る
。

　
同
枠
組
み
は
、
雇
用
契
約
を
、
①
就
労
者
が
報
酬
の
対
価
と
し
て
自
ら
の
労
務
を
供
給
す
る
こ
と
に
合
意
し
、
②
就
労
者
が
労
務
供
給

過
程
に
お
い
て
他
方
当
事
者
の
十
分
な
程
度
の
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
に
服
す
る
こ
と
に
合
意
し
、
か
つ
、
③
他
の
契
約
条
件
が
雇
用
契
約
と
矛

盾
し
な
い
契
約
で
あ
る
と
把
握
す
る
。
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①
に
つ
い
て
は
後
に
随
所
で
触
れ
る
。
②
は
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
基
準
（control test

）
と
呼
ば
れ
）
41
（
る
。
当
初
は
、
雇
主
に
よ
る
業
務
遂
行

方
法
に
対
す
る
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
ま
で
求
め
る
厳
格
な
基
準
で
あ
っ
）
42
（

た
。
し
か
し
、
知
的
労
働
者
の
増
加
に
伴
い
、
就
労
場
所
と
時
間
に
対

す
る
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
が
あ
れ
ば
足
り
）
43
（
る
、
更
に
は
、
雇
主
が
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
を
す
る
権
利
を
留
保
し
て
い
れ
ば
足
り
る
と
い
う
よ
う
に
、

徐
々
に
緩
和
さ
れ
て
い
っ
）
44
（
た
。
そ
の
た
め
、
単
独
で
は
基
準
と
し
て
の
役
割
を
果
た
し
得
な
く
な
っ
た
。

　
そ
こ
で
、
他
の
様
々
な
要
素
が
考
慮
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
（
前
記
③
）。
中
で
も
、
経
済
的
現
実
基
準
（econom

ic reality test

）
が
一

つ
の
基
準
と
し
て
確
立
し
）
46
）（
45
（

た
。
業
務
を
通
じ
て
利
益
を
得
、
又
は
損
失
を
被
る
機
会
な
い
し
リ
ス
ク
を
就
労
者
側
が
負
っ
て
い
る
場
合
に

は
、
当
該
就
労
者
は
「
自
己
の
計
算
に
お
い
て
事
業
を
行
っ
て
い
る
（
‘﹇be

﹈ in business on 

﹇one

’s﹈ ow
n account

’）」
者
で
あ
る
と
し
て

em
ployee

性
を
否
定
し
、
負
っ
て
い
な
い
場
合
に
はem

ployee

性
を
肯
定
す
る
も
の
で
あ
）
47
（
る
。
具
体
的
に
は
、
仕
事
が
な
い
場
合
の

リ
ス
ク
配
分
や
機
材
の
所
有
の
有
無
等
、
様
々
な
要
素
が
考
慮
さ
れ
る
。
し
か
し
、
契
約
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
た
リ
ス
ク
の
配
分
は
、
当

事
者
間
の
交
渉
力
の
格
差
を
示
し
て
い
る
に
過
ぎ
ず
、
経
済
関
係
の
実
態
を
示
し
て
い
る
と
は
限
ら
な
い
と
い
う
難
点
が
あ
）
48
（
る
。

三
　
二
分
法
の
限
界

㈠
　
既
存
の
雇
用
契
約
該
当
性
判
断
基
準

　
実
社
会
に
目
を
転
じ
る
）
49
（

と
、
雇
用
保
護
の
領
域
に
お
け
る
法
整
備
が
進
ん
で
い
た
一
九
七
〇
年
前
後
の
英
国
で
は
、
無
期
の
フ
ル
タ
イ

ム
雇
用
が
主
流
に
な
っ
て
い
た
。
無
期
の
フ
ル
タ
イ
ム
雇
用
下
の
就
労
者
を
中
心
と
す
る
就
労
者
全
般
が
、
特
に
大
企
業
に
お
い
て
、
概

ねem
ployee

と
し
て
処
遇
さ
れ
て
い
た
。
そ
の
た
め
、
一
連
の
制
定
法
の
適
用
範
囲
が
雇
用
契
約
の
下
の
就
労
者
に
限
ら
れ
る
と
言
っ

て
も
、
一
九
七
〇
年
代
頃
ま
で
は
、
雇
用
契
約
該
当
性
が
実
際
に
争
わ
れ
る
こ
と
は
殆
ど
な
か
っ
た
。
そ
も
そ
も
、
雇
用
保
護
立
法
が
雇
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用
契
約
概
念
を
利
用
し
た
の
は
、
当
時
は
そ
れ
が
無
期
の
フ
ル
タ
イ
ム
雇
用
を
包
摂
す
る
の
に
ち
ょ
う
ど
良
い
概
念
で
あ
っ
た
た
め
と
さ

れ
）
50
（

る
。

　
と
こ
ろ
が
、
一
九
八
〇
年
代
に
入
り
景
気
が
悪
化
す
る
と
、
企
業
が
、
経
営
効
率
化
の
一
環
と
し
て
、
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
、
下
請
け
、

フ
ラ
ン
チ
ャ
イ
ズ
等
を
活
用
す
る
よ
う
に
な
）
51
（
る
。
そ
の
結
果
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
、
派
遣
、
在
宅
勤
務
、zero-hour contract

（
後
記
㈡
参

照
）
等
、
無
期
の
フ
ル
タ
イ
ム
雇
用
で
は
な
い
就
労
形
態
が
増
加
す
）
52
（

る
。
こ
の
よ
う
な
非
正
規
就
労
者
の
就
労
実
態
は
様
々
で
あ
る
が
、

往
々
に
し
て
、
企
業
か
ら
は
自
営
業
者
と
し
て
処
遇
さ
れ
て
い
る
に
も
拘
ら
ず
、
日
々
の
就
労
実
態
はem

ployee

と
ほ
ぼ
同
様
な
い
し

類
似
し
て
い
）
53
（

た
。
こ
の
時
勢
の
非
正
規
就
労
の
増
加
は
、em

ployee

と
自
営
業
者
の
境
界
線
付
近
に
位
置
す
る
就
労
者
の
増
加
だ
っ
た

の
で
あ
）
54
（
る
。

　
こ
こ
で
、
既
存
の
雇
用
契
約
該
当
性
の
判
断
基
準
の
問
題
点
（
第
二
章
㈡
参
照
）
が
表
面
化
す
）
55
（
る
。
雇
主
が
就
労
者
に
及
ぼ
す
コ
ン
ト

ロ
ー
ル
の
程
度
や
内
容
は
多
様
で
あ
る
と
こ
ろ
、
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
基
準
に
お
い
て
ど
の
程
度
の
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
を
求
め
る
か
で
結
論
が
左

右
さ
れ
る
。
経
済
的
現
実
基
準
に
つ
い
て
言
え
ば
、
雇
主
の
立
場
が
強
い
ほ
ど
、
多
く
の
リ
ス
ク
が
就
労
者
に
転
嫁
さ
れ
る
で
あ
ろ
う
。

こ
の
よ
う
に
、
両
基
準
の
下
で
は
、
非
正
規
就
労
の
雇
用
契
約
該
当
性
の
該
否
は
予
測
可
能
性
を
欠
く
上
に
、
法
適
用
を
潜
脱
し
よ
う
と

す
る
雇
主
の
意
図
を
反
映
し
か
ね
な
い
。

㈡
　
義
務
の
相
互
性

　
更
に
、
一
九
八
〇
年
代
に
入
る
と
、
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
基
準
と
経
済
的
現
実
基
準
（
以
下
両
基
準
を
併
せ
て
「
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
基
準
等
」
と
も

い
う
。）
に
加
え
、
義
務
の
相
互
性
（m

utuality of obligation

）
を
求
め
る
相
互
性
基
準
（m

utuality test

）
が
、
雇
用
契
約
該
当
性
の
判

断
基
準
と
し
て
、
裁
判
例
上
新
た
に
登
場
す
）
56
（

る
。
義
務
の
相
互
性
と
は
、
雇
用
関
係
を
一
定
期
間
維
持
す
る
と
い
う
当
事
者
双
方
の
義
務
、

敷
衍
す
れ
ば
、
雇
主
は
将
来
に
わ
た
り
仕
事
を
供
給
す
る
義
務
を
負
い
、
就
労
者
は
将
来
に
わ
た
り
労
務
を
供
給
す
る
義
務
を
負
う
こ
と
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を
意
味
す
）
58
）（
57
（

る
。

　
相
互
性
基
準
は
、
Ｅ
Ｐ
Ｃ
Ａ
上
の
不
公
正
解
雇
（unfair dism

issal

）
の
成
否
が
争
わ
れ
たO

’Kelly

事
件
判
決
（
一
九
八
）
59
（

三
）
に
お
い

て
、
Ｒ
Ｍ
Ｃ
枠
組
み
に
追
加
さ
れ
）
60
（
た
。
そ
の
背
景
に
は
、Freedland

が
指
摘
し
た
当
時
の
判
例
法
理
、
即
ち
、
雇
用
契
約
を
、
単
な
る

労
務
と
報
酬
の
交
換
に
尽
き
る
も
の
で
は
な
く
、
更
に
、
両
当
事
者
が
相
互
に
将
来
の
履
行
に
対
す
る
義
務
を
負
う
継
続
的
契
約
関
係
と

し
て
把
握
す
る
判
例
法
理
が
あ
っ
た
と
さ
れ
）
61
（

る
。

　
相
互
性
基
準
が
追
加
さ
れ
た
結
果
、
次
に
述
べ
る
二
つ
の
理
由
に
よ
り
、
非
正
規
就
労
の
一
つ
で
あ
るzero-hour contract

（
以
下

「
Ｚ
Ｈ
Ｃ
」
と
い
）
62
（

う
。）
の
雇
用
契
約
該
当
性
が
全
面
的
に
否
定
さ
れ
か
ね
な
い
こ
と
に
な
っ
）
63
（

た
。
Ｚ
Ｈ
Ｃ
と
は
、
広
く
は
就
労
時
間
の
保

証
が
な
い
就
労
形
態
の
総
称
で
あ
る
が
、
本
稿
で
は
、
就
労
者
が
雇
主
か
ら
の
都
度
の
依
頼
に
応
じ
、
短
期
間
の
（
目
安
と
し
て
は
日
単
位

な
い
し
週
単
位
）
就
労
を
反
復
継
続
す
る
就
労
形
態
と
理
解
し
て
お
く
。
な
お
、
Ｚ
Ｈ
Ｃ
は
、
派
遣
や
在
宅
勤
務
等
、
他
の
非
正
規
就
労

の
類
型
と
オ
ー
バ
ー
ラ
ッ
プ
し
て
い
る
場
合
も
多
）
64
（
い
。

1　

偽
装
契
約
（sham

 cotract

）

　
第
一
の
理
由
が
、
偽
装
契
約
の
問
題
、
即
ち
、
義
務
の
相
互
性
の
有
無
を
、
就
労
の
実
態
で
は
な
く
、
契
約
書
の
文
言
を
重
視
し
て
判

断
す
る
点
で
あ
）
65
（

る
。

　
短
期
間
の
個
別
就
労
を
繰
り
返
す
Ｚ
Ｈ
Ｃ
就
労
者
の
中
に
は
、
失
業
に
対
す
る
懸
念
か
ら
、
雇
主
か
ら
の
就
労
依
頼
を
ほ
ぼ
毎
回
承
諾

し
、
一
人
の
雇
主
の
た
め
に
専
属
的
に
就
労
す
る
と
い
う
実
態
に
あ
る
者
が
い
る
。
彼
ら
は
、
予
め
就
労
時
間
が
定
め
ら
れ
て
い
な
い
点

で
、
典
型
的
なem

ployee

と
は
確
か
に
異
な
る
。
し
か
し
、
個
別
の
就
労
が
反
復
継
続
す
る
ほ
ど
、
更
に
継
続
的
に
就
労
す
る
こ
と
へ

の
期
待
が
高
ま
る
こ
と
は
否
定
で
き
な
い
。
中
に
は
、
就
労
者
が
、
雇
主
か
ら
の
依
頼
に
応
じ
る
法
的
な
義
務
を
負
う
に
至
っ
て
お
り
、

義
務
の
相
互
性
が
あ
る
と
評
価
で
き
る
事
案
も
あ

）
67
）（
66
（

ろ
う
。
そ
の
場
合
、
更
に
加
え
て
、
各
々
の
個
別
就
労
が
Ｒ
Ｍ
Ｃ
枠
組
み
を
満
た
す
の
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で
あ
れ
ば
、
反
復
継
続
し
て
い
る
期
間
全
体
を
通
じ
た
継
続
的
な
雇
用
契
約
が
あ
っ
た
と
言
う
こ
と
が
で

）
69
）（
68
（
き
る
。
そ
の
実
際
上
の
意
義
は
、

Ｚ
Ｈ
Ｃ
就
労
者
で
あ
っ
て
も
、
雇
用
契
約
の
一
定
期
間
の
継
続
を
要
件
と
す
る
雇
用
保
護
立
法
上
の
諸
権
利
（
例
え
ば
不
公
正
解
雇
規
制
）

を
得
ら
れ
る
点
に
あ
）
70
（
る
。

　
こ
の
よ
う
な
、
実
態
に
鑑
み
れ
ば
雇
主
と
の
間
に
雇
用
契
約
関
係
が
あ
っ
た
と
言
え
る
Ｚ
Ｈ
Ｃ
は
、
雇
用
保
護
立
法
の
範
疇
に
取
り
込

ま
れ
る
べ
き
で
あ
ろ
）
71
（

う
。
雇
用
保
護
立
法
な
い
し
労
働
法
の
目
的
は
、
相
手
方
当
事
者
に
対
し
従
属
（subordination

）
及
び
依
存

（dependency

）
し
て
い
る
就
労
者
の
保
護
で
あ
る
と
こ
）
72
（
ろ
、
彼
ら
は
、
双
方
の
要
素
を
備
え
て
い
る
か
ら
で
あ
る
（
第
五
章
㈠
参
照
）。

　
し
か
し
、
英
国
で
は
、
契
約
自
由
の
尊
重
に
重
き
を
置
き
、
当
事
者
間
の
契
約
書
な
い
し
明
示
の
合
意
内
容
を
重
視
し
て
契
約
内
容
を

認
定
す
る
傾
向
が
顕
著
で
あ
っ
）
73
（
た
。
こ
の
傾
向
に
従
え
ば
、
契
約
書
に
非
相
互
条
項
（no m

utual clause

）、
即
ち
、
雇
主
は
仕
事
を
供
給

す
る
義
務
を
負
わ
ず
、
就
労
者
は
就
労
依
頼
を
承
諾
す
る
義
務
を
負
わ
な
い
旨
を
う
た
う
条
項
が
含
ま
れ
て
い
れ
ば
、
就
労
実
態
如
何
に

拘
ら
ず
義
務
の
相
互
性
が
否
定
さ
れ
、
継
続
的
雇
用
関
係
が
否
定
さ
れ
る
こ
と
に
な
）
74
（
る
。
契
約
書
が
な
い
場
合
は
就
労
の
実
態
を
斟
酌
し

て
判
断
さ
れ
る
が
、
妥
当
な
結
論
が
導
か
れ
る
と
は
限
ら
な
い
。
契
約
書
が
作
成
さ
れ
て
い
な
か
っ
たO

’Kelly

事
件
で
は
、
就
労
実
態

に
基
づ
い
て
義
務
の
相
互
性
が
否
定
さ
れ
、
継
続
的
雇
用
契
約
が
否
定
さ
れ
た
が
、
法
の
目
的
を
無
視
し
た
判
断
で
あ
っ
た
と
批
判
さ
れ

て
い
）
75
（

る
。

2　

個
別
の
就
労
と
相
互
性
基
準

　
第
二
の
理
由
は
、
相
互
性
基
準
と
、
実
際
に
行
わ
れ
た
個
別
の
就
労
の
雇
用
契
約
該
当
性
の
関
連
性
の
問
題
で
あ
る
。Freedland

も

指
摘
す
る
よ
う
に
（
本
節
冒
頭
参
照
）、
継
続
的
関
係
が
雇
用
契
約
の
特
徴

0

0

の
一
つ
で
あ
る
こ
と
は
確
か
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
本
来
、
契

約
期
間
の
長
短
は
、
雇
用
契
約
の
成
否

0

0

に
は
影
響
し
な
）
76
（

い
。
す
で
に
履
行
さ
れ
た
個
別
の
就
労
が
、
労
務
と
報
酬
の
交
換
と
い
う
意
味
の

相
互
の
義
）
77
（
務
（
こ
れ
は
Ｒ
Ｍ
Ｃ
枠
組
み
①
の
一
部
で
も
あ
る
）
を
含
め
、
Ｒ
Ｍ
Ｃ
枠
組
み
を
満
た
す
の
で
あ
れ
ば
、
当
該
就
労
は
、
雇
用
契
約
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下
の
就
労
と
言
う
べ
き
で
あ
）
78
（
る
。

　
と
こ
ろ
が
、O

’Kelly

事
件
判
決
は
、
原
告
が
実
際
に
行
っ
た
個
々
の
就
労
は
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
基
準
等
を
満
た
し
得
る
と
し
な
が
ら
、

義
務
の
相
互
性
の
不
存
在
を
理
由
に
個
別
の
就
労
の
雇
用
契
約
該
当
性
を
も
否
定
し
た
。
こ
の
判
断
は
理
論
的
に
誤
り
で
あ
る
と
批
判
さ

れ
）
79
（
た
。
し
か
し
、
義
務
の
相
互
性
は
、
そ
の
有
無
に
個
別
の
雇
用
契
約
の
成
否
を
か
か
ら
し
め
る
か
否
か
が
不
明
の
ま
ま
、
雇
用
契
約
に

と
っ
て
「
欠
く
こ
と
の
で
き
な
い
要
件
（
‘irreducible m

inim
um

 requirem
e

）
80
（nt

’）」
と
し
て
、
判
例
法
上
、
基
準
の
一
つ
と
し
て
定
着
す
る

こ
と
に
な
る
（
第
四
章
㈢
参
照
）。

3　

 

義
務
の
相
互
性
の
影
響

　
こ
こ
で
、
義
務
の
相
互
性
を
求
め
る
相
互
性
基
準
が
及
ぼ
し
た
影
響
に
つ
い
て
整
理
し
て
お
く
。
同
基
準
が
追
加
さ
れ
た
こ
と
に
よ
っ

て
、
無
期
の
フ
ル
タ
イ
ム
雇
用
の
他
、
就
労
時
間
が
予
め
定
め
ら
れ
て
い
る
非
正
規
就
労
の
雇
用
契
約
該
当
性
判
断
に
格
別
の
変
化
が
起

き
た
わ
け
で
は
な
い
。
こ
の
よ
う
な
就
労
形
態
に
お
い
て
は
、
当
然
、
義
務
の
相
互
性
が
存
在
す
る
と
考
え
ら
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
し
た

が
っ
て
、
相
変
わ
ら
ず
、
Ｒ
Ｍ
Ｃ
枠
組
み
の
下
で
雇
用
契
約
該
当
性
が
肯
定
さ
れ
る
か
否
か
が
分
か
れ
目
で
あ
っ
）
81
（
た
。

　
他
方
で
、
短
期
の
就
労
を
反
復
継
続
す
る
Ｚ
Ｈ
Ｃ
就
労
者
は
、
個
々
の
就
労
の
間
の
空
白
期
間
に
お
い
て
、
次
の
就
労
を
承
諾
す
る
義

務
を
負
っ
て
い
た
か
否
か
と
い
う
角
度
か
ら
、
相
互
性
基
準
が
問
題
と
な
っ
た
。
同
基
準
の
下
、
ま
ず
は
継
続
的
雇
用
契
約
の
存
在
が
否

定
さ
れ
得
る
。
更
に
、
実
際
に
行
っ
た
個
別
の
就
労
に
つ
い
て
も
、
そ
れ
が
Ｒ
Ｍ
Ｃ
枠
組
み
を
満
た
し
て
い
る
に
も
拘
ら
ず
、
相
互
性
基

準
を
満
た
さ
な
い
こ
と
を
理
由
と
し
て
雇
用
契
約
該
当
性
が
否
定
さ
れ
か
ね
な
い
こ
と
に
な
っ
た
。
そ
う
な
れ
ば
、
雇
用
契
約
の
継
続
期

間
を
問
わ
な
い
制
度
も
含
め
、
全
面
的
に
雇
用
保
護
立
法
の
適
用
対
象
外
に
置
か
れ
る
こ
と
に
な
）
82
（
る
。
対
象
は
Ｚ
Ｈ
Ｃ
就
労
者
に
限
ら
れ

る
も
の
の
、
こ
の
懸
念
が
、w

orker

概
念
の
導
入
と
い
う
後
の
制
度
変
化
を
導
く
大
き
な
要
因
で
あ
っ
た
と
さ
れ
）
83
（

る
。
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㈢
　
二
分
法
の
変
革
に
向
け
て

　
前
述
の
と
お
り
、
雇
用
契
約
該
当
性
の
各
々
の
判
断
基
準
は
、
必
ず
し
も
有
効
な
い
し
妥
当
で
は
な
か
っ
た
。
の
み
な
ら
ず
、
実
務
上
、

雇
用
契
約
か
否
か
が
曖
昧
な
事
案
に
お
い
て
は
、
そ
の
該
当
性
が
否
定
さ
れ
る
傾
向
が
見
受
け
ら
れ
）
84
（

た
。
そ
の
た
め
、
雇
用
契
約
概
念
を

用
い
た
二
分
法
自
体
の
妥
当
性
も
問
わ
れ
る
よ
う
に
な

）
86
）（
85
（
っ
た
。

　
当
時
の
二
分
法
は
、em

ployee

に
は
雇
用
保
護
立
法
上
の
一
連
の
権
利
を
全
て
与
え
、em

ployee

で
は
な
い
就
労
者
に
は
そ
れ
を
一

切
与
え
な
い
と
い
う
、
オ
ー
ル
・
オ
ア
・
ナ
ッ
シ
ン
グ
の
枠
組
み
で
あ
っ
）
87
（
た
。
し
た
が
っ
て
、
理
論
上
は
、
例
え
ば
、em

ployee

で
は

な
い
こ
と
を
理
由
に
不
公
正
解
雇
規
制
の
適
用
を
否
定
さ
れ
た
就
労
者
は
、
雇
用
条
件
明
細
書
（w

ritten particulars of term
s of 

em
ploym

ent

）
の
交
付
を
受
け
る
権
）
88
（

利
も
直
ち
に
否
定
さ
れ
る
こ
と
に
な
）
89
（

る
。
し
か
し
、
雇
用
保
護
立
法
に
含
ま
れ
る
諸
制
度
は
各
々
目

的
を
異
に
す
る
の
で
あ
る
か
ら
、
人
的
適
用
範
囲
を
制
度
ご
と
に
別
異
に
検
討
す
る
方
が
望
ま
し
い
場
合
も
あ
ろ
）
90
（
う
。
こ
の
よ
う
な
個
別

の
検
討
を
許
さ
な
い
硬
直
的
な
二
分
法
で
は
、
雇
用
保
護
立
法
の
目
的
が
十
分
に
果
た
さ
れ
な
い
と
い
う
懸
念
が
、
非
正
規
就
労
者
の
増

加
も
背
景
と
し
て
、
認
識
さ
れ
る
に
至
っ
た
の
で
あ
る
。

　
こ
こ
で
、
学
会
か
ら
は
、
雇
用
保
護
立
法
の
趣
旨
に
適
う
、
独
自
の
人
的
適
用
範
囲
画
定
方
法
の
定
立
が
必
要
で
あ
る
と
主
張
さ
れ
る

よ
う
に
な
）
91
（
る
。
論
者
に
よ
っ
て
具
体
的
な
提
言
は
異
な
る
が
、
畢
竟
、
判
例
法
上
の
雇
用
契
約
概
念
に
依
拠
す
る
枠
組
み
を
放
棄
し
、
当

事
者
間
の
雇
用
関
係
な
い
し
経
済
関
係
の
真
の
実
態
を
反
映
す
る
よ
り
柔
軟
な
枠
組
み
を
構
築
す
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
も
の
で
あ
っ
）
92
（

た
。

こ
の
よ
う
な
実
務
と
理
論
の
動
き
を
背
景
に
、
一
九
九
〇
年
代
に
法
改
正
が
実
現
す
る
こ
と
に
な
る
。
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四
　Em

ployee

とW
orker

の
概
念

　
前
述
の
と
お
り
、
一
九
八
〇
年
代
以
降
、
判
例
法
上
の
雇
用
契
約
概
念
に
依
拠
し
た
雇
用
保
護
立
法
の
下
、
総
じ
て
非
正
規
就
労
者
の

em
ployee

性
が
否
定
さ
れ
や
す
く
、
か
つ
否
定
さ
れ
た
な
ら
ば
一
連
の
制
定
法
の
適
用
対
象
外
に
留
め
置
か
れ
る
と
い
う
状
況
で
停
滞

し
て
い
た
。

　
一
九
九
七
年
に
発
足
し
た
労
働
党
政
権
は
、
最
低
賃
金
や
労
働
時
間
に
関
す
る
最
低
限
の
基
準
を
法
令
で
定
め
、
こ
れ
ら
を

em
ployee

に
限
ら
ず
よ
り
広
い
範
囲
の
就
労
者
に
保
障
す
る
こ
と
を
掲
げ
）
93
（
た
。
Ｚ
Ｈ
Ｃ
就
労
者
も
そ
の
対
象
と
し
て
意
図
さ
れ
て
い
）
94
（
た
。

従
前
ど
お
り
雇
用
契
約
概
念
の
み
を
用
い
て
制
度
の
適
用
範
囲
を
画
定
し
た
の
で
は
、
そ
の
目
的
を
達
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

　
こ
こ
で
、w

orker

と
い
う
カ
テ
ゴ
リ
ー
が
利
用
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
）
95
（
た
。
同
カ
テ
ゴ
リ
ー
は
、
既
存
の
雇
用
保
護
に
関
連
す
る
制
定

法
を
整
理
統
合
し
た
一
九
九
六
年
雇
用
権
利
法
（Em

ploym
ent Rights Act 1996

）（
以
下
「
Ｅ
Ｒ
Ａ
」
と
い
う
。）
で
、
す
で
に
用
い
ら
れ
て

い
た）

96
（

。
そ
れ
が
、
一
九
九
八
年
最
低
賃
金
法
（N

ational M
inim

um
 W

age Act 1998

）（
以
下
「
Ｎ
Ｍ
Ｗ
Ａ
」
と
い
う
。）
及
び
一
九
九
八
年
労

働
時
間
規
制
（W

orking Tim
e Regulations 1998

）（
以
下
「
Ｗ
Ｔ
Ｒ
」
と
い
う
。）
で
も
用
い
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
、
雇
用
保
護
立
法
に
お

い
て
重
要
な
概
念
と
な
っ
）
97
（
た
。

㈠
　 

制
定
法
令
上
の
定
め

　
法
令
上
、w

orker

は
、「
⒜
労
働
契
約
（contract of em

ploym
ent

）、
又
は
、
⒝
明
示
又
は
黙
示
を
問
わ
ず
、
ま
た
明
示
で
あ
れ
ば
口

頭
又
は
書
面
を
問
わ
ず
、
当
該
個
人
が
そ
の
専
門
的
職
業
又
は
事
業
の
依
頼
人
又
は
顧
客
で
は
な
い
契
約
の
相
手
方
当
事
者
の
た
め
に
自

ら
（personally

）
労
働
又
は
サ
ー
ビ
ス
を
な
し
又
は
遂
行
す
る
こ
と
を
約
す
る
そ
の
他
の
契
約
」
に
基
づ
い
て
就
労
す
る
個
人
と
定
め
ら
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れ
て
い
る
（
Ｅ
Ｒ
Ａ
第
二
三
〇
条
三
項
、
Ｎ
Ｍ
Ｗ
Ａ
第
五
四
条
三
項
及
び
Ｗ
Ｔ
Ｒ
第
二
条
一
）
98
（

項
）。

　
⒜
項
の
定
め
る
就
労
者
は
、
従
前
と
同
様
、
雇
用
契
約
の
下
で
就
労
す
るem
ployee

で
あ
る
（
Ｅ
Ｒ
Ａ
第
二
三
〇
条
一
項
及
び
二
）
99
（

項
）。

し
た
が
っ
て
、
⒝
項
が
定
め
る
狭
義
のw

orker

は
、em

ployee

と
は
別
の
新
た
な
カ
テ
ゴ
リ
ー
で
あ
り
、
か
つ
雇
用
保
護
立
法
の
人
的

適
用
範
囲
が
拡
大
さ
れ
た
範
囲
と
い
う
こ
と
に
な
）
100
（
る
（
以
下
、
⒜
項
の
就
労
者
を
引
き
続
き
「em

ployee

」、
⒝
項
の
就
労
者
を
単
に
「w

orker

」、

双
方
を
併
せ
て
「
広
義
のw

orker

」
と
い
う
。）。
以
下
で
は
、
ま
ずw
orker

に
つ
い
て
、
次
い
でem

ployee

に
つ
い
て
検
討
し
、
両
者
の

比
較
を
試
み
る
。

㈡
　W

orker

　
法
文
上
、w

orker

は
、「
自
ら
（personally

）」
就
労
す
る
者
の
中
か
ら
、「
専
門
的
職
業
又
は
事
業
の
依
頼
人
又
は
顧
客
」
と
の
契
約

に
基
づ
い
て
就
労
す
る
者
を
除
外
し
た
範
囲
と
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
個
人
就
労
者
の
中
か
ら
、
真
の
自
営
業
者
を
除
外
す
る
趣
旨
で

あ
る
と
さ
れ
）
101
（

る
。
し
か
し
、
真
の
自
営
業
者
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
は
明
確
で
は
な
）
102
（

く
、
法
文
内
の
各
々
の
文
言
の
定
義
も
さ
れ
て
い
な
い
。

　
そ
の
た
め
、w

orker

概
念
の
具
体
化
も
ま
た
、
判
例
法
理
に
委
ね
ら
れ
た
。
同
概
念
の
導
入
か
ら
約
二
〇
年
が
経
過
し
た
今
日
、
裁

判
例
の
蓄
積
を
通
じ
て
、
一
定
の
方
向
性
が
見
出
さ
れ
つ
つ
あ
）
103
（
る
。
裁
判
で
は
、
事
案
に
応
じ
、
多
様
な
角
度
か
ら
様
々
な
要
素
が
検
討

さ
れ
て
き
た
。
本
稿
で
は
、em

ployee

とw
orker

の
間
の
規
範
的
な
異
同
を
見
出
す
と
い
う
観
点
か
ら
、personally

要
件
（
後
記
１

で
定
義
す
る
。）
と
義
務
の
相
互
性
の
二
点
を
取
り
上
げ
て
検
討
す
）
104
（
る
。

1　

Personally

要
件
と
偽
装
契
約

　W
orker

と
認
定
さ
れ
る
た
め
に
は
、「
契
約
の
相
手
方
当
事
者
の
た
め
に
自
ら
（personally

）
労
働
又
は
サ
ー
ビ
ス
を
な
し
又
は
遂

行
」（
Ｅ
Ｒ
Ａ
第
二
三
〇
条
三
項
）
す
る
こ
と
、
即
ち
、
労
務
の
非
代
替
的
遂
行
が
求
め
ら
れ
る
（
以
下
「personally

要
件
」
と
い
）
105
（

う
。）。
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Personally

要
件
は
、em

ployee

の
要
件
で
も
あ
る
（
後
記
㈢
参
照
）。
し
た
が
っ
て
、
第
三
者
に
労
務
の
遂
行
を
委
託
す
る
権
利
を
有
す

る
就
労
者
は
、
広
義
のw

orker

性
を
否
定
さ
れ
、
自
営
業
者
と
把
握
さ
れ
る
。

　
そ
こ
で
、
広
義
のw

orker

の
使
用
者
と
し
て
の
責
を
免
れ
る
目
的
で
、
第
三
者
に
労
務
遂
行
を
委
託
す
る
権
利
を
就
労
者
に
認
め
る

旨
の
条
項
、
い
わ
ゆ
る
代
替
条
項
（substitution clause

）
を
契
約
書
に
含
め
る
雇
主
が
現
れ
）
106
（
た
。
実
際
に
は
就
労
者
側
当
事
者
が
常
に

自
ら
就
労
し
て
い
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
当
該
就
労
者
に
は
代
替
条
項
ど
お
り
の
権
利
が
あ
る
と
認
め
、em

ployee

性
あ
る
い
は

w
orker

性
を
否
定
す
る
裁
判
例
も
出
現
し
）
107
（
た
。Personally

要
件
に
お
い
て
も
、
義
務
の
相
互
性
と
同
様
、
偽
装
契
約
（sham

 

contract

）
の
問
題
が
生
じ
た
の
で
あ
る
（
偽
装
契
約
に
つ
い
て
は
第
三
章
㈡
１
参
照
）。

　
こ
こ
で
、
偽
装
契
約
の
進
展
に
つ
い
て
述
べ
て
お
き
た
い
。
Ｎ
Ｍ
Ｗ
Ａ
及
び
Ｗ
Ｔ
Ｒ
上
のem

ployee

及
びw

orker

該
当
性
が
争
わ

れ
たA

utoclenz

事
件
（
二
〇
一
）
108
（
一
）
に
お
い
て
、
最
高
裁
判
所
（Suprem

e Court

）
は
、
契
約
内
容
の
確
定
に
あ
た
っ
て
は
、
明
示
の

合
意
内
容
を
字
義
ど
お
り
解
釈
す
る
の
が
原
則
で
あ
る
が
、
労
務
供
給
契
約
の
場
合
に
は
、
当
事
者
の
交
渉
力
が
相
対
的
で
あ
り
（
‘the 

relative bargaining pow
er of the parties

’）、
明
示
の
合
意
が
真
実
の
合
意
を
反
映
し
て
い
な
い
可
能
性
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
履
行
の
実
態

を
含
む
関
連
事
情
全
般
を
考
慮
し
て
真
実
の
合
意
内
容
を
認
定
す
る
べ
き
で
あ
る
と
判
示
し
た
。
そ
の
上
で
、
同
事
件
に
つ
い
て
、
代
替

条
項
が
あ
っ
た
に
も
拘
ら
ずpersonally

要
件
を
肯
定
し
、
非
相
互
条
項
が
あ
っ
た
に
も
拘
ら
ず
義
務
の
相
互
性
を
肯
定
し
た
。
本
判
決

に
よ
り
偽
装
契
約
の
問
題
は
基
本
的
に
解
決
し
た
、
あ
る
い
は
徐
々
に
解
決
に
向
か
う
と
期
待
さ
れ
て
い
）
109
（
る
。

2　

義
務
の
相
互
性

　
二
〇
一
〇
年
代
に
入
る
と
、
ギ
グ
・
エ
コ
ノ
ミ
ー
就
労
者
のw

orker
該
当
性
を
肯
定
す
る
事
案
が
続
い
た
。U

ber

事
）
110
（

件
、Citysprint

事
）
111
（
件
、
及
びPim

lico Plum
bers

事
）
112
（
件
で
あ
る
。
ギ
グ
・
エ
コ
ノ
ミ
ー
は
、
通
常
、
オ
ン
ラ
イ
ン
技
術
を
利
用
す
る
形
態
を
指
す
）
113
（
が
、
就

労
の
基
本
的
な
特
徴
は
Ｚ
Ｈ
Ｃ
と
同
様
で
あ
）
114
（

る
。
こ
れ
ら
三
件
に
よ
っ
て
、
ギ
グ
・
エ
コ
ノ
ミ
ー
就
労
者
即
ち
Ｚ
Ｈ
Ｃ
就
労
者
に
つ
い
て



英国における労働法の人的適用範囲の拡大に関する法的考察

231

は
、
義
務
の
相
互
性
を
問
わ
ず
にw

orker

該
当
性
を
判
断
す
る
と
い
う
枠
組
み
が
形
成
さ
れ
つ
つ
あ
）
115
（
る
。

　
こ
の
枠
組
み
が
最
も
端
的
に
示
さ
れ
た
の
は
、
申
立
人
ら
が
Ｎ
Ｍ
Ｗ
Ａ
上
の
最
低
賃
金
や
Ｅ
Ｒ
Ａ
上
の
公
益
通
報
者
に
対
す
る
保
護
等

を
求
め
たU

ber

事
件
で
あ
る
。
被
申
立
人U

ber

は
、
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
の
ア
プ
リ
を
利
用
し
た
ラ
イ
ド
シ
ェ
ア
ビ
ジ
ネ
ス
を
展
開
し

て
い
た
。U

ber

と
契
約
し
た
ド
ラ
イ
バ
ー
は
、
就
労
を
希
望
す
る
時
間
帯
に
所
定
の
ア
プ
リ
に
ロ
グ
オ
ン
す
る
必
要
が
あ
っ
た
。U

ber

は
、
乗
客
か
ら
配
車
依
頼
が
あ
る
都
度
、
ロ
グ
オ
ン
中
の
ド
ラ
イ
バ
ー
を
選
び
出
し
、
当
該
乗
客
へ
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
依
頼
な
い
し
指

示
し
て
い
た
。
雇
用
審
判
所
（Em

ploym
ent Tribunal

）
は
、
申
立
人
ら
が
実
際
に
就
労
し
て
い
た
間
（
こ
れ
は
ア
プ
リ
に
ロ
グ
オ
ン
し
て
い

る
最
中
で
あ
る
と
認
定
さ
れ
た
。）
のw

orker

該
当
性
が
争
点
で
あ
る
本
件
で
は
、
義
務
の
相
互
性
の
有
無
は
無
関
係
で
あ
る
と
し
た
。
そ

の
上
で
、
実
際
に
行
わ
れ
た
個
々
の
就
労
に
焦
点
を
絞
り
、
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
基
準
等
を
満
た
す
こ
と
を
含
む
諸
事
情
を
総
合
考
慮
し
、

w
orker

該
当
性
を
肯
定

）
117
）（
116
（

し
た
。

　
即
ち
、U

ber

事
件
は
、
Ｚ
Ｈ
Ｃ
就
労
者
で
あ
る
申
立
人
ら
に
つ
い
て
、
義
務
の
相
互
性
及
び
そ
の
存
在
を
前
提
と
す
る
継
続
的
雇
用

契
約
の
存
否
を
問
う
こ
と
な
く
、
個
別
の
就
労
に
つ
い
て
、
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
基
準
等
を
中
心
と
す
る
Ｒ
Ｍ
Ｃ
枠
組
み
に
基
づ
い
て

w
orker

該
当
性
を
判
断
し
た
と
言
え
）
118
（
る
。
Ｎ
Ｍ
Ｗ
Ａ
及
び
Ｗ
Ｔ
Ｒ
は
、
Ｚ
Ｈ
Ｃ
就
労
者
を
包
摂
す
る
こ
と
も
意
図
し
て
い
る
（
本
章
冒
頭

参
照
）。W

orker

の
認
定
に
お
い
てO

’Kelly

事
件
判
決
と
同
様
に
義
務
の
相
互
性
を
求
め
れ
ば
、
そ
の
趣
旨
が
没
却
さ
れ
て
し
ま
）
119
（
う
。

U
ber

事
件
の
採
用
し
た
判
断
枠
組
み
は
、
立
法
趣
旨
を
踏
ま
え
た
妥
当
な
も
の
と
考
え
ら
れ
よ
う
。

　
こ
の
点
、Citysprint

事
件
及
びPim

lico Plum
bers

事
件
で
は
、
い
ず
れ
も
、
実
際
に
行
わ
れ
た
個
別
の
就
労
が
Ｒ
Ｍ
Ｃ
枠
組
み
を

満
た
し
、
か
つ
、
義
務
の
相
互
性
が
存
在
す
る
と
し
て
、
申
立
人
のw

orker

該
当
性
が
肯
定
さ
れ
た
。W

orker

該
当
性
の
判
断
に
際
し
、

義
務
の
相
互
性
の
有
無
に
つ
い
て
判
断
し
た
点
に
お
い
てU

ber

事
件
と
異
な
る
。
た
だ
し
、
こ
れ
ら
二
事
案
も
、
義
務
の
相
互
性
を
緩

や
か
に
認
定
し
て
お
り
、
義
務
の
相
互
性
を
重
視
し
な
い
と
い
う
程
度
の
認
識
は
共
通
し
て
い
る
と
分
析
さ
れ
て
い
）
120
（

る
。
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3　

W
orker

概
念
の
諸
相
と
今
日
的
意
義

　W
orker

概
念
を
巡
る
裁
判
例
の
全
て
が
、U

ber

事
件
と
同
様
の
判
断
枠
組
み
を
用
い
て
い
る
わ
け
で
は
な
）
121
（

い
。
ま
た
、w

orker

は
、

本
来
、
一
人
の
雇
主
に
専
属
的
に
就
労
し
て
い
る
者
を
指
す
の
で
あ
っ
て
、
義
務
の
相
互
性
の
有
無
を
メ
ル
ク
マ
ー
ル
と
し
て
該
否
が
判

断
さ
れ
る
も
の
で
は
な
い
と
い
う
見
解
も

）
123
）（
122
（
あ
る
。
確
か
に
、
こ
の
よ
う
に
解
す
る
方
が
、
広
義
のw

orker

は
真
の
自
営
業
者
以
外
の
就

労
者
を
包
摂
す
る
と
い
う
当
初
の
立
法
者
意
思
に
よ
り
近
い
よ
う
に
も
思
わ
れ
）
124
（

る
。W

orker

概
念
に
関
す
る
判
例
法
理
も
ま
た
、

em
ployee

と
同
様
、
社
会
情
勢
の
変
化
に
応
じ
、
変
容
す
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
に
注
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
）
125
（
い
。

　
し
か
し
、
前
記
２
の
と
お
り
、
現
時
点
で
判
例
法
上
確
立
し
つ
つ
あ
るw

orker

概
念
は
、personally

要
件
を
満
た
し
、
義
務
の
相

互
性
が
な
く
、
実
際
の
就
労
中
は
Ｒ
Ｍ
Ｃ
枠
組
み
を
満
た
す
契
約
の
下
の
就
労
者
で
あ
）
126
（
る
。
こ
の
よ
う
に
理
解
し
た
場
合
、
義
務
の
相
互

性
を
欠
く
た
め
にem

ployee

と
は
言
え
な
い
Ｚ
Ｈ
Ｃ
就
労
者
で
あ
っ
て
も
、
実
際
に
行
っ
た
個
別
の
就
労
に
つ
い
てw

orker

と
し
て

認
定
さ
れ
得
る
。
こ
の
点
に
お
い
て
、
こ
の
枠
組
み
は
、
実
務
上
の
意
義
も
認
め
ら
れ
る
の

）
129
）（
128
）（
127
（

で
あ
る
。

㈢
　Em
ployee

　Em
ployee

概
念
、
即
ち
雇
用
契
約
概
念
は
、w

orker
が
導
入
さ
れ
た
後
も
質
的
に
は
変
わ
ら
な
い
。Personally

要
件
を
満
た
し
、

義
務
の
相
互
性
が
あ
り
、
Ｒ
Ｍ
Ｃ
枠
組
み
を
満
た
す
契
約
と
把
握
さ
れ
て
い
）
130
（
る
。Personally

要
件
は
、
Ｒ
Ｍ
Ｃ
枠
組
み
①
内
の
「
自
ら

の
労
務
を
供
給
」
す
る
要
件
と
同
旨
で
あ
る
か
ら
、
同
要
件
の
追
加
は
実
質
的
な
変
化
を
意
味
す
る
わ
け
で
は
な
い
。

　
た
だ
し
、
既
述
の
と
お
り
、
義
務
の
相
互
性
が
実
際
に
問
題
と
な
る
の
は
Ｚ
Ｈ
Ｃ
就
労
者
で
あ
る
（
第
三
章
㈡
３
参
照
）。
今
日
で
も
、

Ｚ
Ｈ
Ｃ
就
労
者
がem

ployee

の
み
に
保
障
さ
れ
て
い
る
権
利
（
注
（
97
）
参
照
）
を
主
張
す
る
場
合
に
は
、em

ployee

該
当
性
を
立
証

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
際
、
義
務
の
相
互
性
の
立
証
が
必
要
と
な
）
131
（

る
。
な
お
、
Ｚ
Ｈ
Ｃ
就
労
者
のem

ployee

性
の
判
断
に
お
い

て
は
、
義
務
の
相
互
性
が
決
定
的
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
よ
う
に
見
受
け
ら
れ
）
132
（
る
。
即
ち
、
義
務
の
相
互
性
が
肯
定
さ
れ
れ
ば
何
ら
か
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の
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
が
あ
る
（
Ｒ
Ｍ
Ｃ
枠
組
み
を
満
た
す
）
と
評
価
し
、
雇
用
契
約
の
存
在
が
肯
定
さ
れ
る
傾
向
に
あ
る
。
本
稿
で
は
こ
の
点

の
分
析
に
立
ち
入
る
余
裕
は
な
い
が
、
雇
用
保
護
立
法
の
要
保
護
性
（
第
五
章
㈠
参
照
）
は
何
か
と
い
う
観
点
か
ら
、
検
討
が
必
要
で
あ

る
と
考
え
る
。

五
　
両
概
念
の
比
較
検
討
と
今
後
の
展
望

㈠
　
両
概
念
の
比
較

―
従
属
性
と
依
存
性
の
観
点
か
ら

―

　
前
述
の
と
お
り
、em

ployee
とw

orker

は
、
今
日
の
判
例
法
上
、personally

要
件
と
Ｒ
Ｍ
Ｃ
枠
組
み
（
主
に
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
基
準
等
）

を
求
め
る
点
は
共
通
し
、
義
務
の
相
互
性
の
要
否
で
区
別
さ
れ
る
と
整
理
で
き
）
133
（
る
。
こ
の
差
異
は
、
規
範
的
に
は
い
か
な
る
意
味
を
有
す

る
の
で
あ
ろ
う
か
。

　
労
働
法
な
い
し
雇
用
保
護
立
法
は
、
相
手
方
当
事
者
に
対
す
る
従
属
（subordination

）
及
び
依
存
（dependency

）
の
状
態
に
あ
る
就

労
者
を
保
護
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
）
134
（
る
。
従
属
と
は
、
他
方
当
事
者
の
適
法
な
命
令
に
従
う
義
務
を
負
う
こ
と
を
意
味
す
）
135
（
る
。
依
存

と
は
、
一
人
の
雇
主
し
か
有
さ
な
い
た
め
に
そ
の
一
人
に
対
し
て
経
済
的
に
依
存
す
る
こ
と
、
即
ち
、
経
済
的
な
リ
ス
ク
を
分
散
で
き
な

い
こ
と
を
意
味
す
）
136
（
る
。

　
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
基
準
及
び
経
済
的
現
実
基
準
は
、
従
属
性
の
有
無
を
判
断
す
る
た
め
の
基
準
で
あ
）
137
（

る
。
こ
れ
に
対
し
、
義
務
の
相
互
性
、

即
ち
雇
用
関
係
を
一
定
期
間
維
持
す
る
と
い
う
当
事
者
双
方
の
義
務
は
、
依
存
性
の
有
無
の
判
断
基
準
で
あ
）
139
）（
138
（

る
。
将
来
の
就
労
依
頼
を
承

諾
す
る
義
務
が
あ
る
以
上
、
そ
れ
に
備
え
て
待
機
す
る
必
要
が
あ
り
、
他
人
の
た
め
に
就
労
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
か
ら
で
あ
る
。

　
即
ち
、em

ployee

と
は
、
程
度
の
差
こ
そ
あ
れ
、
従
属
性
と
依
存
性
の
双
方
を
有
す
る
就
労
者
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
無
期
の
フ
ル
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タ
イ
ム
雇
用
が
双
方
を
備
え
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
ろ
う
。
義
務
の
相
互
性
が
肯
定
さ
れ
る
Ｚ
Ｈ
Ｃ
の
下
の
就
労
者
に
つ
い
て
も
同
様
で

あ
る
。
無
論
、
彼
ら
の
よ
う
な
就
労
者
で
あ
っ
て
も
、
実
際
に
は
兼
業
を
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
一
人
の
た
め
に
専

属
的
に
就
労
す
る
こ
と
を
理
念
的
な
形
態
と
し
て
い
る
と
表
現
す
る
方
が
正
確
で
あ
ろ
）
140
（
う
。

　
こ
れ
に
対
し
、worker

は
、
従
属
性
の
み
を
有
し
、
依
存
性
を
有
し
な
い
就
労
者
で
あ
る
。
実
際
の
就
労
時
に
は
雇
主
の
コ
ン
ト
ロ
ー

ル
に
服
す
る
こ
と
、
即
ち
従
属
性
が
求
め
ら
れ
る
。
他
方
で
義
務
の
相
互
性
を
負
わ
な
い
た
め
、
ひ
と
た
び
個
別
の
就
労
を
終
え
た
後
は

次
の
依
頼
に
備
え
て
待
機
す
る
必
要
が
な
く
、
同
時
並
行
で
複
数
の
雇
主
（
顧
客
）
に
対
し
労
務
を
供
給
し
得
る
。
し
た
が
っ
て
依
存
性

を
欠
）
142
）（
141
（

く
。

　
前
述
の
よ
う
に
、em

ployee
とw

orker

は
、
規
範
的
に
は
従
属
性
が
あ
る
点
で
共
通
し
、
依
存
性
の
有
無
で
区
別
さ
れ
る
。
そ
う
す

る
と
、
一
見
、w

orker

の
導
入
に
よ
っ
て
、
従
属
性
は
あ
る
が
依
存
性
を
欠
く
就
労
者
に
対
し
、
雇
用
保
護
立
法
の
適
用
範
囲
が
拡
大

さ
れ
た
よ
う
に
も
思
わ
れ
る
。

　
し
か
し
、w

orker

の
要
件
の
一
つ
は
、
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
基
準
等
を
中
心
と
す
る
Ｒ
Ｍ
Ｃ
枠
組
み
を
満
た
す
こ
と
で
あ
る
（
第
四
章
㈡
参

照
）。
し
た
が
っ
て
、w

orker

は
、
相
互
性
基
準
が
加
重
さ
れ
る
以
前
の
、
Ｒ
Ｍ
Ｃ
枠
組
み
に
よ
っ
て
雇
用
契
約
該
当
性
が
判
断
さ
れ
て

い
た
一
九
七
〇
年
前
後
頃
（
第
二
章
㈡
参
照
）
で
あ
れ
ば
、
実
際
の
就
労
時
間
に
つ
い
て
、em

ployee

性
が
肯
定
さ
れ
て
い
た
で
あ
ろ
う
。

こ
の
経
緯
に
即
せ
ば
、
従
属
性
を
有
し
な
が
ら
も
雇
用
保
護
立
法
の
適
用
対
象
か
ら
除
外
さ
れ
て
し
ま
っ
た
就
労
者
、
即
ち
Ｒ
Ｍ
Ｃ
枠
組

み
を
満
た
す
短
期
の
就
労
を
反
復
継
続
す
る
Ｚ
Ｈ
Ｃ
就
労
者
が
、w

orker

の
導
入
に
よ
り
、
再
び
そ
の
適
用
対
象
に
取
り
込
ま
れ
た
と

言
う
こ
と
が
で
き
る
。
人
的
適
用
範
囲
が
拡
大
し
た
と
い
う
よ
り
は
、
一
度
縮
小
し
た
範
囲
が
再
び
広
が
り
、
従
前
の
範
囲
に
戻
っ
た
と

把
握
す
る
方
が
実
態
に
合
致
し
よ
）
143
（
う
。

　
労
働
法
な
い
し
雇
用
保
護
立
法
の
趣
旨
は
、
従
属
性
と
依
存
性
の
あ
る
就
労
者
を
保
護
す
る
こ
と
に
あ
る
と
さ
れ
る
。
し
か
し
、
一
九

世
紀
前
半
に
雇
用
契
約
概
念
が
登
場
し
て
か
ら
一
世
紀
以
上
の
間
、
理
論
上
も
実
務
上
も
、
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
基
準
、
即
ち
従
属
性
が
重
視
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さ
れ
て
い
）
144
（
た
。W

orker

の
制
定
法
令
へ
の
導
入
と
そ
れ
を
巡
る
判
例
法
理
の
動
向
は
、
英
国
の
労
働
法
、
殊
に
雇
用
保
護
立
法
の
領
域

に
お
い
て
は
、
従
属
性
が
要
保
護
性
の
核
心
を
な
す
と
い
う
法
）
145
（

理
を
改
め
て
示
し
た
も
の
と
考
え
ら
れ
よ
う
。

㈡
　
立
法
動
向
と
更
な
る
課
題

　
ギ
グ
・
エ
コ
ノ
ミ
ー
の
普
及
やw

orker

概
念
に
関
す
る
裁
判
例
を
踏
ま
え
、
立
法
府
及
び
行
政
府
は
、em

ployee

及
びw

orker

概

念
の
明
確
化
に
向
け
た
法
改
正
を
検
討
し
て
い
）
146
（

る
。
あ
る
改
正
試
案
は
、em

ployee

及
びw

orker

性
を
判
断
す
る
際
に
斟
酌
す
る
様
々

な
要
素
を
例
示
し
て
い
る
が
、
中
で
も
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
基
準
等
が
重
視
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
見
受
け
ら
れ
）
147
（
る
。
立
法
府
及
び
行
政
府
も
、

雇
用
保
護
領
域
に
お
け
る
要
保
護
性
の
核
心
は
従
属
性
で
あ
る
と
捉
え
て
い
る
こ
と
の
表
れ
と
考
え
ら
れ
よ
）
148
（

う
。

　
更
に
、
従
属
性
が
肯
定
さ
れ
る
ほ
ど
の
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
を
受
け
て
は
お
ら
ず
、
か
つ
、
法
的
に
は
義
務
の
相
互
性
を
負
わ
な
い
も
の
の
、

現
実
に
は

0

0

0

0

一
人
の
雇
主
（
顧
客
）
に
収
入
の
大
部
分
を
依
存
し
て
い
る
就
労
者
の
処
遇
が
、
実
務
的
及
び
理
論
的
な
次
な
る
課
題
と
な
ろ

う
。
こ
の
よ
う
な
就
労
者
を
雇
用
保
護
立
法
の
適
用
対
象
と
し
た
時
、
雇
用
保
護
立
法
の
適
用
範
囲
は
真
に
拡
大
す
る
こ
と
に
な
る
。

W
orker

は
、
本
来
こ
の
よ
う
な
、
従
属
性
は
な
い
が
依
存
性
を
備
え
る
就
労
者
を
意
味
す
る
と
い
う
見
解
も
あ
る
（
第
四
章
㈡
３
参
照
）。

今
後
の
動
向
が
注
目
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

六
　
結
　
語

　
本
稿
で
は
、
英
国
に
お
い
て
、
雇
用
保
護
立
法
の
人
的
適
用
範
囲
がem

ployee

か
らw

orker

に
も
拡
大
さ
れ
た
経
緯
を
追
い
な
が

ら
、
当
該
拡
大
の
規
範
的
根
拠
に
つ
い
て
考
察
し
た
。

　
英
国
で
は
も
と
も
と
、
雇
主
に
対
し
て
従
属
す
る
者
、
即
ち
雇
主
の
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
の
下
で
就
労
す
る
者
がem

ployee

で
あ
り
、
そ
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の
よ
う
な
契
約
を
雇
用
契
約
と
捉
え
て
い
た
。
そ
し
て
、
雇
用
保
護
立
法
の
適
用
対
象
は
、em

ployee

に
限
ら
れ
て
い
た
。
し
か
し
、

一
九
八
〇
年
代
に
、
判
例
法
上
、
義
務
の
相
互
性
、
即
ち
依
存
性
が
、
雇
用
契
約
の
判
断
基
準
と
し
て
追
加
さ
れ
る
。
こ
の
よ
う
に
雇
用

契
約
の
判
断
基
準
が
加
重
さ
れ
た
結
果
、
Ｚ
Ｈ
Ｃ
就
労
者
のem

ployee

性
が
一
律
に
否
定
さ
れ
か
ね
な
い
状
況
に
陥
っ
た
。
こ
の
状
況

に
対
処
す
る
こ
と
を
一
つ
の
目
的
と
し
てw

orker

概
念
が
導
入
さ
れ
、
約
二
〇
年
が
経
つ
。
今
日
で
は
、
依
存
性
は
な
い
が
従
属
性
を

有
す
る
Ｚ
Ｈ
Ｃ
就
労
者
はw

orker

で
あ
り
、
最
低
賃
金
や
労
働
時
間
等
に
関
す
る
一
定
の
権
利
を
保
障
さ
れ
る
と
い
う
実
務
が
定
着
し

つ
つ
あ
る
。
即
ち
、worker

の
導
入
に
よ
っ
て
、
一
九
八
〇
年
代
時
点
の
二
分
法
が
一
部
変
容
し
、
再
び
、
従
属
性
を
有
す
る
就
労
者
が
、

全
面
的
に
雇
用
保
護
立
法
の
適
用
対
象
に
取
り
込
ま
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。

　
こ
の
経
緯
か
ら
、
英
国
法
の
下
で
は
、
従
属
性
を
有
す
る
者
は
雇
用
保
護
立
法
の
適
用
を
受
け
る
一
般
的
資
格
を
得
る
と
い
う
規
範
的

理
念
が
改
め
て
確
認
さ
れ
た
と
言
え
る
。
広
く
労
働
法
の
目
的
は
従
属
性
と
依
存
性
を
備
え
た
就
労
者
を
保
護
す
る
こ
と
で
あ
る
と
さ
れ

て
い
る
と
こ
ろ
、
英
国
の
動
き
は
、
中
で
も
そ
の
核
心
は
従
属
性
で
あ
る
こ
と
の
一
つ
の
証
左
と
な
ろ
う
。

　
他
方
で
、
英
国
は
ま
だ
、
依
存
性
の
み
を
有
す
る
就
労
者
に
雇
用
保
護
立
法
の
適
用
を
及
ぼ
す
に
至
っ
て
い
な
い
。
我
が
国
も
、
英
国

同
様
、
基
本
的
に
は
従
属
性
（
使
用
従
属
性
）
が
肯
定
さ
れ
る
か
否
か
で
労
働
者
性
を
判
断
し
て
お
り
、
依
存
性
の
み
を
理
由
と
し
て
労

働
基
準
法
を
中
心
と
す
る
個
別
的
労
働
関
係
関
連
法
令
を
及
ぼ
す
に
至
っ
て
い
な
い
段
階
に
あ
）
149
（

る
。

　
こ
の
点
、
欧
州
連
合
で
は
、
い
わ
ゆ
る
経
済
的
従
属
就
労
者
（econom

ically dependent w
orker

）、
即
ち
形
式
的
に
は
自
営
業
者
で
あ

る
が
経
済
的
に
は
一
人
の
雇
主
に
依
存
し
て
い
る
就
労
者
に
対
す
る
保
護
の
あ
り
方
の
検
討
が
す
で
に
始
ま
っ
て
い
）
150
（

る
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
で
も
、

こ
れ
と
ほ
ぼ
同
旨
の
従
属
型
請
負
業
者
（dependent contractor

）
と
い
う
カ
テ
ゴ
リ
ー
が
認
識
さ
れ
る
に
至
っ
て
い
）
151
（

る
。
序
で
述
べ
た

と
お
り
、
英
国
以
外
に
も
新
た
な
カ
テ
ゴ
リ
ー
を
有
す
る
国
は
す
で
に
複
数
あ
り
、
そ
れ
ら
の
中
に
は
経
済
的
従
属
就
労
者
と
言
い
得
る

も
の
も
あ
る
。
し
か
し
、
多
く
の
場
合
、
そ
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
に
対
し
て
、
団
体
交
渉
、
安
全
衛
生
、
社
会
保
障
、
あ
る
い
は
税
に
関
す
る

特
別
の
制
度
を
設
け
る
に
留
ま
っ
て
い
）
152
（
る
。
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こ
の
よ
う
に
、
依
存
性
を
独
立
の
根
拠
と
し
て
労
働
法
の
適
用
を
及
ぼ
す
必
要
性
は
広
く
認
識
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
実
際
に
は
、

殊
に
雇
用
保
護
の
領
域
に
お
い
て
そ
れ
が
円
滑
に
実
現
し
な
い
の
は
な
ぜ
で
あ
ろ
う
か
。
そ
の
理
由
の
理
論
的
及
び
実
務
的
分
析
が
、
労

働
法
の
適
用
範
囲
の
今
日
的
変
容
に
向
け
た
次
な
る
課
題
で
あ
ろ
う
。

（
1
）  ILO, ILO

 Centenary D
eclaration for the Future of W

ork （2019

）.

（
2
）  

デ
ィ
ー
セ
ン
ト
・
ワ
ー
ク （decent w

ork

） 

に
つ
い
て
はU

nited N
ations, Transform

ing our world: the 2030 A
genda for Sustainable 

 D
evelopm

ent （2015

） Goal 8

参
照
。

（
3
）  

ギ
グ
・
エ
コ
ノ
ミ
ー
、
及
び
こ
れ
と
ほ
ぼ
同
旨
で
用
い
ら
れ
る
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
・
エ
コ
ノ
ミ
ー 

（sharing econom
y

）、
ク
ラ
ウ
ド
ワ
ー
ク 

（crow
dw

ork

） 

等
の
一
般
的
な
定
義
は
ま
だ
確
立
さ
れ
て
い
な
い
が
、
概
ね
、
ア
プ
リ
等
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
通
じ
て
時
間
と
技
術
を
第

三
者
に
提
供
し
、
報
酬
を
得
る
形
態
と
理
解
さ
れ
て
い
る
。CIPD, To gig or not to gig? Stories from

 the m
odern econom

y, p. 4 （2017

）; 
M

. Freedland and J. Prassl, 
‘Em
ployees, W

orkers and the 

‘Sharing Econom
y

’ Changing Practices and Changing Concepts in 
the U

nited Kingdom

’, 19 U
ni. of O

xf. Leg. Research Paper Series, pp. 3 -4 （2017

）.

（
4
）  

季
労
二
五
九
号
な
い
し
二
六
二
号
掲
載
の
集
中
連
載
「
ク
ラ
ウ
ド
ワ
ー
ク
の
進
展
と
労
働
法
の
課
題
」
が
、
欧
米
を
中
心
に
、
各
国
の
現
状
、

立
法
、
実
務
等
の
動
向
に
つ
い
て
分
析
し
て
い
る
。

（
5
）  

労
働
法
の
範
囲
も
ま
た
曖
昧
で
あ
る
こ
と
は
本
稿
で
は
指
摘
し
て
お
く
に
留
め
る
。H

. Collins, Em
ploym

ent Law 

（2
nd ed.

）, O
U
P, p. 5, 

pp. 25 -26 （2010

）.

（
6
）  N. Countouris, 

‘The Em
ploym

ent Relationship: a Com
parative Analysis of N

ational Judicial Approaches

’ in G. Casale and 
ILO

 （eds

） Em
ploym

ent Relationship: A
 Com

parative O
verview, 35, pp. 35 -42 （2011

）.

（
7
）  Countouris, supra note 6, pp. 35 -37. ILO, N

on-standard em
ploym

ent around the world: U
nderstanding challenges, shaping 

prospects （2016

）.

（
8
）  

本
テ
ー
マ
に
関
す
る
我
が
国
の
先
行
研
究
と
し
て
、
例
え
ば
下
井
隆
史
『
労
働
契
約
法
の
理
論
』（
有
斐
閣
、
一
九
八
五
）、
島
田
陽
一
「
雇
用

類
似
の
労
務
供
給
契
約
と
労
働
法
に
関
す
る
覚
書
」
西
村
・
小
蔦
・
加
藤
・
柳
屋
編
『
新
時
代
の
労
働
契
約
法
理
論

―
下
井
隆
史
先
生
古
稀
記

念

―
』（
信
山
社
、
二
〇
〇
三
）。
労
働
者
と
は
別
の
新
た
な
カ
テ
ゴ
リ
ー
の
導
入
を
提
唱
す
る
も
の
と
し
て
鎌
田
耕
一
『
契
約
労
働
の
研
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究

―
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の
労
働
問
題
』（
多
賀
出
版
、
二
〇
〇
一
）。
ま
た
、
労
働
者
性
が
争
わ
れ
た
近
年
の
裁
判
例
と
し
て
、
ソ
ク
ハ
イ
事

件
＝
東
京
地
判
平
二
二
・
四
・
二
八
労
判
一
〇
一
〇
号
二
五
頁
、
ソ
ク
ハ
イ
事
件
（
契
約
更
新
拒
絶
）
事
件
＝
東
京
高
判
平
二
六
・
五
・
二
一
労

判
一
一
二
三
号
八
三
頁
（
上
告
受
理
申
立
不
受
理
平
成
二
六
年
（
受
）
第
一
六
四
六
号
）、
Ｎ
Ｈ
Ｋ
西
東
京
営
業
セ
ン
タ
ー
（
受
信
料
集
金
等
受

託
者
）
事
件
＝
東
京
高
判
平
一
五
・
八
・
二
七
労
判
八
六
八
号
七
五
頁
等
。

（
9
）  
日
本
型
雇
用
に
つ
い
て
は
、
日
経
連
「
新
時
代
の
『
日
本
的
経
営
』

―
挑
戦
す
べ
き
方
向
と
そ
の
具
体
策

―
」（
一
九
九
五
）
第
一
章
及

び
第
二
章
参
照
。

（
10
）  

「
働
き
方
改
革
実
行
計
画
」（
平
成
二
九
年
三
月
二
八
日
働
き
方
改
革
実
現
会
議
決
定
）、
雇
用
類
似
の
働
き
方
に
関
す
る
検
討
会
「
雇
用
類
似

の
働
き
方
に
関
す
る
検
討
会
報
告
書
」（
平
成
三
〇
年
）
等
。

（
11
）  

Ｉ
Ｌ
Ｏ
に
お
け
る
議
論
と
し
て
、
第
八
六
回
総
会
（
一
九
九
八
）
に
お
け
るcontract labour

、
第
九
五
回
総
会
（
二
〇
〇
六
）
に
お
け
るem

ploy-
m
ent relationship

に
関
す
る
議
論
等
。

（
12
）  R. R. Carlson, 

‘Why the Law
 Still Can

’t Tell an Em
ployee W

hen It Sees O
ne and H

ow
 It O

ught to Stop Trying

’, 22 BJELL 
295 

（2001

）; E. Tucker, J. Fudge and L. Vosko, 

‘Em
ployee or Independent Contractor? Charting the Legal Significance of the 

D
istinction in Canada

’10 CLELJ 193 （2002

）; M
. Freedland and N. Kountouris, The Legal Construction of Personal W

ork Rela-
tions, O

U
P 

（2011

）; B. Langille, 
‘Labour Law

’s Theory of Justice

’ in G. D
avidov and B. Langille 

（eds

）, The Idea of Labour 
Law, O

U
P, 101 （2011

）.

（
13
）  A. Supiot, 

‘The Transform
ation of W

ork and the Future of Labour Law
 in Europe: A M

ultidisciplinary Perspective

’ 138 ILR 
31, p. 33. （1999

）. 

英
国
も
例
外
で
は
な
い
。CIPD, supra note 3, p. 2.

（
14
）  G. D

avidov, 

‘Setting Labour Law

’s Coverage: Betw
een U

niversalism
 and Selectivity

’ 34 

（3

） O
JLS 543 

（2014

） p. 548; R. 
M

itchell and C. Arup, 

‘Labour Law
 and Labour M

arket Regulation

’ in C Arup and O
rs （eds

） Labour Law and Labour M
arket 

Regulation, Federation Press, 3, p. 4 （2006

）.

（
15
）  G. D

avidov, M
. Freedland and N. Kountouris, 

‘The Subjects of Labor law
: 

‘Em
ployees

’ and O
ther W

orkers

’, in M
. W

. Finkin 
and G. M

undlak 

（eds

）, Research H
andbook In Com

parative Labor Law, Edw
ard Elgar, 115, pp. 121 -129. 

（2015

）. 

こ
れ
に
対
し
、

フ
ラ
ン
ス
や
オ
ラ
ン
ダ
等
、
新
た
な
カ
テ
ゴ
リ
ー
の
導
入
で
は
な
く
、
労
働
者
性
を
擬
制
す
る
規
定
を
設
け
て
就
労
者
の
保
護
を
図
り
つ
つ
、
二

分
法
を
維
持
し
て
い
る
国
も
存
在
す
る
（
前
同
参
照
）。
た
だ
し
、
第
三
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
の
必
要
性
な
い
し
有
用
性
が
認
め
ら
れ
る
点
に
つ
い
て
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はG. D
avidov, A

 Purposive A
pproach to Labour Law, O

U
P, pp. 135 -137 （2016

）.

（
16
）  

米
国
で
も
第
三
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
を
導
入
す
る
こ
と
が
提
唱
さ
れ
て
い
る
。S. D. H
arris and A. B. Krueger, 

‘A Proposal for M
odernizing 

Labor Law
s for Tw

enty-First-Century W
ork: The 

“Independent W
orker

” ’ The H
am

ilton Project （2015

）.
（
17
）  Freedland et al, supra note 12, pp. 276 -284.

（
18
）  G. D

avidov, 

‘Who is a W
orker?

’ 34 ILJ 57, pp. 65 -66 

（2005

）; N
on-standard em

ploym
ent around the world, supra note 7,  

ch. 2. 4.

（
19
）  

本
稿
で
は
、
英
国
で
一
九
六
〇
代
以
降
に
制
定
さ
れ
た
、
各
種
労
働
条
件
を
定
め
た
一
連
の
制
定
法
（
そ
の
中
心
は
解
雇
規
制
と
賃
金
保
護
の

た
め
の
制
度
で
あ
る
）
を
「
雇
用
保
護
立
法
」、
こ
れ
が
包
摂
す
る
法
領
域
な
い
し
法
制
度
の
範
囲
を
「
雇
用
保
護
」
と
呼
ぶ
（S. D

eakin and 
G. S. M

orris, Labour Law （6
th ed.

）, H
art Publishing, p. 25 （2012

））。
第
二
章
㈠
も
参
照
の
こ
と
。

（
20
）  

和
訳
に
よ
る
混
乱
を
避
け
る
た
め
、
本
稿
で
は
英
国
法
の
原
語em

ployee

を
用
い
る
。

（
21
）  Freedland et al, supra note 3, p. 14 -18.

（
22
）  

前
掲
注
（
4
）
季
労
二
五
九
号
な
い
し
二
六
二
号
掲
載
の
集
中
連
載
参
照
。

（
23
）  

労
働
者
性
の
判
断
の
あ
り
方
に
関
す
る
理
論
、
実
務
及
び
課
題
は
、
今
日
、
多
く
の
国
に
お
い
て
ほ
ぼ
共
通
し
、
収
斂
し
つ
つ
あ
る
。D

avidov 
et al, supra note 15, pp. 116 -121; O. Razzolini, 

‘The N
eed to G

o Beyond the Contract: Econom
ic and Bureaucratic D

epen-
dence in Personal W

ork Relations

’ 31 CLLPJ 267 

（2010

）. 

し
た
が
っ
て
、
一
部
の
国
の
動
き
は
、
我
が
国
を
含
め
、
広
く
労
働
法
の
あ

り
方
に
対
し
て
何
ら
か
の
示
唆
を
与
え
る
で
あ
ろ
う
。

（
24
）  

主
従
法
の
発
展
の
経
緯
、
特
徴
等
に
つ
い
て
は
、
主
に
片
岡
昇
『
英
国
労
働
法
理
論
史
』（
有
斐
閣
、
一
九
五
六
）、
石
田
眞
『
近
代
雇
用
契
約

法
の
形
成
』（
日
本
評
論
社
、
一
九
九
四
）
及
びS. D

eakin and F. W
ilkinson, The Law of the Labour M

arket, O
U
P, ch. 2 

（2005

） 

を

参
照
し
た
。

（
25
）  

サ
ー
バ
ン
ト
は
今
日
のem

ployee

、
独
立
自
営
業
者
は
自
営
業
者
（self-em

ployed

）
と
同
義
と
捉
え
て
よ
い
。P. D

avies and M
. Freed-

land, 

‘Labor M
arkets, W

elfare and the Personal Scope of Em
ploym

ent Law

’ 21 CLLPJ 231, p. 234 （1999

）.

（
26
）  

判
例
法
と
し
て
の
コ
モ
ン
・
ロ
ー
と
、
衡
平
法
（
エ
ク
イ
テ
ィ
ー
）
に
対
す
る
正
法
と
し
て
の
コ
モ
ン
・
ロ
ー
の
差
異
に
つ
い
て
は
小
宮
史
人

『
イ
ギ
リ
ス
労
働
法
』（
信
山
社
、
二
〇
〇
一
）
三
二
頁
以
下
参
照
。
意
義
を
明
確
に
す
る
た
め
、
本
稿
で
は
以
下
「
判
例
法
」
の
語
を
用
い
る
。

（
27
）  

本
稿
で
は
便
宜
上
、contract for service

を
「
請
負
契
約
」
と
訳
す
。
石
田
・
前
掲
注
（
24
）
九
四
頁
以
下
、
Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
「『
労
働
者
』
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の
法
的
概
念
に
関
す
る
比
較
法
研
究
」（
二
〇
〇
六
）
二
〇
六
頁
。

（
28
）  

サ
ー
バ
ン
ト
と
異
な
り
、
独
立
自
営
業
者
は
一
人
の
た
め
に
排
他
的
に
就
労
す
る
義
務
を
負
っ
て
い
な
か
っ
た
。H

. Collins, K. D. Ew
ing 

and A. M
cColgan, Labour Law, CU

P, p. 190 （2012

）.
（
29
）  Collins et al, supra note 28, pp. 189 -190.

（
30
）  
以
下
、
制
定
法
に
関
す
る
歴
史
はP. D

avies and M
. Freedland, Kahn-Freund

’s Labour and the Law （3
rd ed.

）, Stevens, pp. 37 -51
（1983
）
及
び P. D

avies and M
. Freedland, Labour Legislation and Public Policy, Clarendon Press （1993

） 

を
参
照
し
た
。

（
31
）  

前
掲
注
（
19
）
参
照
。

（
32
）  

い
わ
ゆ
る
コ
レ
ク
テ
ィ
ブ
・
レ
ッ
セ
フ
ェ
ー
ル
（
‘collective laissiez-faire

’）。O. Kahn -Freund, 

‘Labour Law

’ in M
. G

insberg 

（ed.

） 
Law and O

pinion in England in the 20 th Century, Stevens, 215, p. 224 （1959

）.

（
33
）  

例
え
ば
一
八
三
一
年
現
物
給
与
禁
止
法
（Truck Act 1831

）、
一
九
四
五
年
賃
金
審
議
会
法 （W

ages Councils Act 1945

） 

等
。

（
34
）  B. H

epple, 

‘Restructuring Em
ploym

ent Rights

’ 15 ILJ 69, pp. 69 -71 （1986

）.

（
35
）  

英
国
に
お
い
て
、
肉
体
労
働
者
と
知
的
労
働
者
の
区
別
よ
り
も
、
雇
用
契
約
と
請
負
契
約
の
区
別
が
重
要
に
な
っ
た
経
緯
に
つ
い
て
は 

D
eakin et al, supra note 24, pp. 74 -100

参
照
。

（
36
）  

な
お
、
雇
用
契
約
の
両
当
事
者
は
、
制
定
法
上
の
権
利
義
務
と
は
別
に
、
判
例
法
上
の
権
利
を
得
、
義
務
を
負
う
。Collins et al, supra 

note 28, pp. 95 -98.

（
37
）  Ready M

ixed Concrete （South East

） v M
inister of Pensions and N

ational Insurance ﹇1968

﹈ 1 All ER 433.

（
38
）  

岩
永
昌
晃
「
イ
ギ
リ
ス
に
お
け
る
労
働
法
の
適
用
対
象
者
㈠
」
法
学
論
叢
一
五
七
巻
五
号
五
六
頁
、
六
四
な
い
し
六
七
頁
及
びH

epple, su-
pra note 34, p. 72.

（
39
）  

注
（
38
）
に
同
じ
。

（
40
）  Em
ploym

ent status, Com
m
ons Library Briefing, CBP -8045 （2017

） pp. 8 -11.

（
41
）  

コ
ン
ト
ロ
ー
ル
基
準
及
び
経
済
的
現
実
基
準
そ
れ
ぞ
れ
の
形
成
さ
れ
た
経
緯
、
内
容
及
び
問
題
点
に
関
す
る
概
説
はCollins et al, supra 
note 28, p. 189

以
下
及
びD

eakin et al, supra note 19, p. 159

以
下
を
参
照
。

（
42
）  Yewens v N

oakes （1880

） 6 Q
BD

 530, 532.

（
43
）  

こ
れ
は
統
合
性
基
準 （integration test

） 

と
も
呼
ば
れ
る
。O. Kahn-Freund, 
‘Servants and Independent Contractors

’ 14 M
LR 504
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（1951

）; D
eakin et al, supra note 19, pp. 161 -162.

（
44
）  C. D. D

rake, 

‘Wage-Slave or Entrepreneur

’ 31 M
LR 408, pp. 413 -416 （1968

）.

コ
ン
ト
ロ
ー
ル
基
準
を
緩
や
か
に
認
定
す
る
傾
向
は

今
日
も
続
い
て
い
る
。W

hite &
 A

nor v Troutbeck SA
 ﹇2013

﹈ IRLR 286.
（
45
）  M

arket Investigations v M
inister of Social Security ﹇1968

﹈ 3 All ER 732.
（
46
）  
一
九
六
七
年
、Atiyah

が
、
雇
用
契
約
の
存
否
を
巡
る
裁
判
で
は
、
す
で
に
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
以
外
の
様
々
な
要
素
が
考
慮
さ
れ
て
い
る
こ
と

を
指
摘
し
た
。P. S. Atiyah, V

icarious Liability in the Law of Torts, Butterw
orth, ch. 6 （1967

）. Ready M
ixed Concrete

事
件
判
決

は
、
こ
の
指
摘
を
受
け
、
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
以
外
の
要
素
を
考
慮
す
る
こ
と
を
明
確
に
打
ち
出
し
た
も
の
で
あ
る
。
岩
永
・
前
掲
注
（
38
）
六
三
な

い
し
六
七
頁
。

（
47
）  M

arket Investigation

事
件
（
注
（
45
））。

（
48
）  H

. Collins, 

‘Independent Contractors and the Challenge of Vertical D
isintegration to Em

ploym
ent Protection Law

s

’ 10 O
JLS 

353, p. 365 （1990

）.

（
49
）  

一
九
七
〇
年
代
の
英
国
社
会
の
実
情
に
つ
い
て
はD

avies et al, supra note 25, p. 235

及
びM

. Freedland, The Personal Em
ploym

ent 
Contract, O

U
P, pp. 14 -18 （2003

） 
参
照
。

（
50
）  Id., Freedland, pp. 16 -19; S. A

nderm
an, 

‘The Interpretation of Protective Em
ploym

ent Statutes and C
ontracts of  

Em
ploym

ent

’ 29 （3

） ILJ 223, p. 228 （2000
） 

も
参
照
。

（
51
）  Collins, supra note 48, p. 353.

（
52
）  

非
正
規
就
労
の
概
要
に
つ
い
て
はFreedland et al, supra note 12, pp. 122 -123

及
びH

. Collins, 

‘Em
ploym

ent Rights of Casual 
W

orkers

’ 29 ILJ 73 （2000

）。

（
53
）  Collins, supra note 48, p. 354.

（
54
）  Id.

（
55
）  

特
に
問
題
点
に
つ
い
て
はCollins, supra note 48, ch. 3

参
照
。

（
56
）  

相
互
性
基
準
に
関
す
る
概
説
はD

eakin et al, supra note 19, pp. 164 -169

参
照
。

（
57
）  Id.; O

’Kelly v Trusthouse Forte plc ﹇1983

﹈ IRLR 396.

（
58
）  

雇
主
側
の
義
務
は
、
就
労
者
の
た
め
に
仕
事
を
見
つ
け
る
義
務
、
あ
る
い
は
仕
事
が
あ
れ
ば
そ
れ
を
依
頼
す
る
義
務
と
捉
え
ら
れ
て
い
る
。
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D
eakin et al, supra note 19, p. 166; N

etherm
ere （St N

eots

） Ltd v G
ardiner ﹇1984

﹈ ICR 612.

（
59
）  O

’Kelly

事
件
（
注
（
57
））
は
、 

ホ
テ
ル
を
営
む
被
告
か
ら
都
度
の
依
頼
を
受
け
る
形
態
で
一
定
期
間
専
属
的
に
当
該
ホ
テ
ル
の
ウ
ェ
イ
タ
ー

と
し
て
勤
務
し
て
い
た
原
告
が
、
Ｅ
Ｐ
Ｃ
Ａ
上
の
不
公
正
解
雇
違
反
を
主
張
し
た
事
案
で
あ
る
。
結
論
と
し
て
、
原
告
のem

ployee

性
は
全
面

的
に
否
定
さ
れ
た
。
な
お
、
不
公
正
解
雇
規
制
は
、
一
九
七
一
年
労
使
関
係
法
（Industrial Relations Act 1971

）
で
初
め
て
制
度
化
さ
れ
、

今
日
で
は
一
九
九
六
年
雇
用
権
利
法 

（Em
ploym

ent Rights Act 1996

） 

で
定
め
ら
れ
て
い
る
。
小
宮
・
前
掲
注
（
26
）
一
六
〇
頁
以
下
及
び

Key Em
ploym

ent Rights, Com
m
ons Library Briefing, CBP -7245, ch. 27 （2018

） 

参
照
。

（
60
）  

義
務
の
相
互
性
の
前
身
が
主
従
法
下
で
す
で
に
見
ら
れ
、
こ
れ
が
雇
用
保
護
立
法
に
お
い
て
再
度
登
場
し
た
経
緯
に
つ
い
て
はD

eakin et al, 
supra note 19, pp. 164 -165

参
照
。

（
61
）  M

. Freedland, The Conctract of Em
ploym

ent, Clarendon Press, pp. 19 -21 （1976

）; D
eakin et al, supra note 19, pp. 164 -165.

（
62
）  Zero-hour contract
の
定
義
や
特
徴
に
つ
い
て
はILO, Zero-H

ours W
ork in the U

nited Kingdom
, pp. 1 -6 

（2018

）; A. Adam
s, M

. 
Freedland, and J. Prassl, 

‘The 

“Zero-H
ours Contract

” : Regulating Casual W
ork, or Legitim

ating Precarity?

’ （2014

） 

参
照
。

（
63
）  

Ｚ
Ｈ
Ｃ
は
、
一
九
九
八
年
の
時
点
で
英
国
内
に
二
〇
万
人
程
度
、
二
〇
一
七
年
一
一
月
時
点
で
は
労
務
供
給
契
約
全
体
の
お
よ
そ
六
％
に
当
た

る
約
一
六
〇
万
人
で
あ
っ
た
と
さ
れ
る
。Fairness at W

ork, Cm
-3968 

（1998

） para 3. 14.; O
N
S, Contracts that do not guarantee a 

m
inim

um
 num

ber of hours: A
pril 2018.

（
64
）  Freedland et al, supra note 3, p. 8.

（
65
）  Collins et al, supra note 28, pp. 194 -196.

（
66
）  N

etherm
ere

事
件
（
注
（
58
））、St Ives Plym

outh Lim
ited v M

rs D
 H

aggerty ﹇2008

﹈U
KEAT/0107/08/M

AA

等
。

（
67
）  

義
務
の
相
互
性
の
有
無
を
二
者
択
一
的
に
問
う
の
で
は
な
く
、
義
務
の
相
互
性
に
は
様
々
な
レ
ベ
ル
が
あ
る
（
‘different levels of m

utuality

’） 

こ
と
を
前
提
に
、
こ
れ
を
依
存
性
（
第
五
章
㈠
参
照
）
の
程
度
を
判
断
す
る
際
に
斟
酌
す
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
主
張
も
あ
る
。D

avidov,  
supra note 18, p. 60, pp. 64 -65. 

（
68
）  D

eakin et al, supra note 19, pp. 165 -167.

（
69
）  

義
務
の
相
互
性
が
肯
定
さ
れ
れ
ば
、
Ｒ
Ｍ
Ｃ
枠
組
み
も
満
た
さ
れ
る
と
認
定
さ
れ
る
傾
向
に
つ
い
て
は
第
四
章
㈢
参
照
。

（
70
）  D

eakin, et al, supra note 19, p. 167.

（
71
）  Collins, supra note 48, p. 355.
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（
72
）  Collins et al, supra note 28, pp. 192 -193; 

両
概
念
の
発
展
と
変
遷
を
含
め
、A. Supiot, Beyond Em

ploym
ent Changes in W

ork and 
the Future of Labour Law in Europe, O

U
P, pp. 10 -17 （2001

）。

（
73
）  D

avidov et al, supra note 15, pp. 117 -118. 

労
働
法
領
域
に
お
け
る
こ
の
傾
向
の
変
化
に
つ
い
て
は
第
四
章
㈡
１
参
照
。
な
お
、
英
国
と

他
の
欧
州
諸
国
間
の
、
雇
用
契
約
な
い
し
雇
用
関
係
に
対
す
る
理
解
の
比
較
検
討
に
つ
い
て
はRazzolini, supra note 23

参
照
。

（
74
）  D

eakin et al, supra note 24, pp. 308 -309.

（
75
）  P. Leighton, 

‘Contract of Em
ploym

ent ‒ Em
ploym

ent Status and the Casual W
orker

’ 13 ILJ 62, pp. 64 -65 

（1984

）; H
epple, 

supra note 34, p. 73.

（
76
）  B. H

epple and B. W
. N

apier, 

‘Tem
porary W

orkers and the Law

’ 7 ILJ 84, p. 87 （1978

）.

（
77
）  Freedland, supra note 61, p. 20.

（
78
）  Collins, supra note 52, p. 75; Adam

s et al, supra note 62, p. 14.

（
79
）  Collins supra note 52, p. 75.

（
80
）  N

etherm
ere

事
件
（
注
（
58
））。

（
81
）  

相
互
性
基
準
が
、
代
位
責
任
、
社
会
保
障
、
雇
用
差
別
等
、
他
領
域
の
雇
用
契
約
概
念
に
い
か
な
る
影
響
を
及
ぼ
し
た
か
は
別
途
検
討
が
必
要

で
あ
る
。D

eakin et al, supra note 19, p. 149.

（
82
）  Id., p. 167.

（
83
）  D

eakin et al, supra note 24, pp. 310 -312
、
石
田
信
平
「
イ
ギ
リ
ス
労
働
法
のW

orker

概
念
（
２
・
完
）」
季
労
二
六
三
号
一
一
六
頁
、

一
二
〇
頁
。

（
84
）  P. Leighton and M

. W
ynn, 

‘Classifying Em
ploym

ent Relationships-M
ore Sliding D

oors or a Better Regulatory Fram
ew

ork?

’

40 （1

） ILJ 5, p. 18 （2011

）.

（
85
）  Freedland et al, supra note 12, pp. 104 -112; H

epple, supra note 34; Collins, supra note 48.

（
86
）  

雇
用
差
別
規
制
に
つ
い
て
は
、
一
九
七
五
年
性
差
別
禁
止
法 

（Sex D
iscrim

ination Act 1975

） 

に
て
、
雇
用
契
約
概
念
に
依
拠
し
た
二
分

法
か
ら
す
で
に
脱
却
し
て
い
た
。D

avies et al, supra note 25, p. 236. 
ま
た
、
一
九
九
二
年
労
働
組
合
労
働
関
係
（
統
合
）
法 

（Trade 
U
nion and Labour Relations 

（Consolidation

） Act 1992

） 

第
一
条
及
び
第
二
九
六
条
、
一
九
七
四
年
職
場
安
全
衛
生
法 

（H
ealth and 

Safety at W
ork Act 1974

） 

第
三
条
等
で
は
、em

ployee

よ
り
も
広
い
範
囲
の
就
労
者
が
適
用
範
囲
と
し
て
定
め
ら
れ
て
い
る
。
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（
87
）  G. D

avidov, 

‘The Three Axes of Em
ploym

ent Relationships: A Characterization of W
orkers in N

eed of Protection

’ 52 

（4

）  
U
TLJ 357, pp. 373 -376 （2002

）.
（
88
）  EPCA Part 1

（
現
一
九
九
六
年
雇
用
権
利
法 （Em

ploym
ent Rights Act 1996

） Part 1

）。

（
89
）  
Ｚ
Ｈ
Ｃ
就
労
者
で
あ
る
原
告
が
雇
用
明
細
書
の
交
付
を
求
め
たCarm
ichael v N

ational Power plc 

﹇2000

﹈ IRLR 43

に
お
い
て
、
裁
判

所
は
、
義
務
の
相
互
性
の
欠
如
を
理
由
に
原
告
のem

ployee

性
を
否
定
し
、
同
制
度
の
適
用
を
認
め
な
か
っ
た
。
し
か
し
、
同
制
度
の
目
的
は
、

就
労
条
件
に
関
す
る
紛
争
防
止
で
あ
る
か
ら （D

avies et al （1993

）, supra note 30 pp. 144 -145

）、
義
務
の
相
互
性
の
有
無
（
契
約
期
間
の

長
短
）
を
問
わ
ず
、
そ
の
適
用
を
肯
定
す
る
余
地
も
あ
っ
た
の
で
は
な
か
ろ
う
か
。
な
お
、
今
日
で
は
、
同
権
利
をw

orker

に
も
付
与
す
る
こ

と
が
提
案
さ
れ
て
い
る
。M

. Tylor and O
rs, G

ood W
ork: The Taylor Review of M

odern W
orking Practices, ch. 5 （July 2017

）.

（
90
）  D

avidov, supra note 15, pp. 116 -118.

（
91
）  Freedland, supra note 49, pp. 22 -23.

（
92
）  H

epple, supra note 34, p. 74; Collins, supra note 48, ch. 4.

（
93
）  Fairness at W

ork, supra note 63, para. 3. 18.

（
94
）  Fairness at W

ork, supra note 63, para. 3. 14 -15. 

当
時
の
労
働
党
政
権
は
、
Ｚ
Ｈ
Ｃ
の
利
用
を
禁
止
し
な
い
方
針
を
有
し
て
い
た
と
さ

れ
る
。
石
田
・
前
掲
注
（
83
）
一
二
〇
頁
。

（
95
）  Freedland et al, supra note 3, ch. 2.

（
96
）  

そ
の
他w

orker

概
念
の
利
用
状
況
に
つ
い
て
はD

avidov, supra note 18, p. 58

参
照
。

（
97
）  

不
公
正
解
雇
規
制
等
、
す
で
に
法
定
さ
れ
て
い
た
諸
制
度
は
、
今
日
で
も
基
本
的
にem

ployee

の
み
に
保
障
さ
れ
て
い
る
。Leighton et al, 

supra note 84, p. 38. 

従
前em

ployee

の
み
に
保
障
さ
れ
て
い
た
権
利
がw

orker

に
も
拡
大
し
た
わ
け
で
は
な
い
。Em

ployee

とw
orker

に
保
障
さ
れ
て
い
る
具
体
的
な
権
利
の
一
覧
はKey Em

ploym
ent Rights, supra note 59

参
照
。

（
98
）  

和
訳
は
小
宮
・
前
掲
注
（
26
）
五
七
頁
及
び
岩
永
昌
晃
「
イ
ギ
リ
ス
に
お
け
る
労
働
法
の
適
用
対
象
」
日
本
労
働
法
学
会
誌
一
一
〇
号
一
九
二

頁
、
二
〇
二
頁
を
参
照
し
た
。

（
99
）  

第
三
章
㈢
で
述
べ
た
と
お
り
、
学
会
か
ら
は
雇
用
契
約
概
念
を
用
い
る
枠
組
み
か
ら
決
別
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
主
張
さ
れ
て
い
た
。
し

か
し
同
概
念
は
維
持
さ
れ
、
か
つ
、w

orker

も
ま
た
契
約
類
型
に
依
拠
し
て
定
め
ら
れ
た
。
そ
の
影
響
に
つ
い
て
はD. Brodie, 

‘Em
ployees, 

W
orkers and the Self-Em

ployed

’ 34 （3

） ILJ 253 （2005

） 

が
分
析
し
て
い
る
。
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（
100
）  D

avidov, supra note 18, pp. 65 -66; Collins et al, supra note 28, pp. 202 -203.

（
101
）  N

ational M
inim

um
 W

age, H
ouse of Com

m
ons Library RP 99/18, IV. A （1999

）; Freedland et al, supra note 12, p. 39; Collins 
et al, supra note 28, p. 203.

（
102
）  
請
負
契
約
は
、
雇
用
契
約
で
は
な
い
労
務
供
給
契
約
な
い
し
雇
用
契
約
と
対
称
的
な
契
約
と
理
解
さ
れ
て
い
る
に
過
ぎ
ず
、
請
負
契
約
の
特
徴

等
に
関
す
る
積
極
的
な
分
析
が
十
分
に
さ
れ
て
い
る
と
は
言
え
な
い
と
さ
れ
る
。Freedland et al, supra note 12, p. 111. 

（
103
）  Freedland et al, supra note 3, p. 3.

（
104
）  

法
文
の
各
文
言
に
即
し
た
分
析
は
、Collins et al, supra note 28, pp. 202 -205.

（
105
）  

労
務
の
非
代
替
的
遂
行
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
石
田
・
前
掲
注
（
83
）
Ⅳ
３ （
2
） 

参
照
。

（
106
）  D

eakin et al, supra note 19, pp. 178 -179.

（
107
）  Em

ployee

性
が
否
定
さ
れ
た
事
案
と
し
てExpress &

 Echo Publications Ltd v Tanton 

﹇1999

﹈ ICR 693

、w
orker

性
が
否
定
さ
れ
た

事
案
と
し
てRedrow H

om
es （Yorkshire

） Ltd. v W
right ﹇2004

﹈IRLR 720

等
。

（
108
）  A

utoclenz Ltd v Belcher and O
rs ﹇2011

﹈ IRLR 820.

（
109
）  D

eakin et al, supra note 19, pp. 178 -179.

そ
の
後
の
動
向
の
例
と
し
て 

注
（
116
）
及
び
注
（
131
）
参
照
。
た
だ
し
、A

utoclenz

事
件
判

決
の
射
程
は
不
明
で
あ
る
と
も
さ
れ
る
た
め
、
注
意
が
必
要
で
あ
る
。D. Cabrelli, Em

ploym
ent Law in Context Text and M

aterials （2
nd 

ed.

）, O
U
P, pp. 92 -94 （2016

）.

な
お
、
国
際
的
に
も
、
労
働
者
性
の
判
断
に
お
い
て
は
、
当
事
者
間
の
交
渉
力
の
格
差
を
踏
ま
え
、
契
約
書
の

文
言
よ
り
も
（
あ
る
い
は
そ
れ
の
み
な
ら
ず
）
就
労
の
実
態
を
重
視
す
る
裁
判
実
務
が
主
流
で
あ
る
。D

avidov et al, supra note 15, p. 117 -
118.

（
110
）  A

slam
 and O

rs v U
ber BV and O

rs 

﹇2017

﹈ IRLR 4. 

な
お
、
雇
用
控
訴
審
判
所
（Em

ploym
ent Appeal Tribunal

）
及
び
控
訴
院

（Court of Appeal

）
で
も
原
審
の
判
断
が
維
持
さ
れ
た
。
控
訴
院
は
最
高
裁
判
所
へ
のappeal

を
認
め 

（U
ber BV and O

rs v A
slam

 and 
O
rs ﹇2019

﹈ ICR 845

）、
本
稿
執
筆
中
の
二
〇
一
九
年
一
一
月
上
旬
現
在
、
最
高
裁
判
所
に
係
属
中
で
あ
る
。

（
111
）  D

ewhurst v Citysprint U
K Ltd ET/2202512/2016. 

申
立
人
が
Ｅ
Ｒ
Ａ
上
の
休
暇
手
当 （holiday pay

） 

を
請
求
し
た
事
案
で
あ
る
。

（
112
）  Pim

lico Plum
bers Ltd and O

rs v Sm
ith ﹇2018

﹈ UKSC 29. 

申
立
人
が
Ｗ
Ｔ
Ｒ
上
の
有
給
休
暇
（statutory annual leave

）
等
を
請
求

し
た
事
案
で
あ
る
。

（
113
）  

ギ
グ
・
エ
コ
ノ
ミ
ー
に
つ
い
て
は
前
掲
注
（
3
）
参
照
。
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（
114
）  Freedland et al, supra note 3, pp. 8 -9.

（
115
）  

な
お
、
こ
れ
ら
三
件
の
他
、em

ployee

又
はw

orker

該
当
性
を
争
点
と
す
る
裁
判
例
の
中
に
は
、
そ
こ
で
言
及
さ
れ
て
い
る
「
義
務
の
相
互

性
」
の
意
味
が
不
明
瞭
、
あ
る
い
は
同
文
言
の
下
で
実
質
的
に
「
労
務
と
報
酬
の
対
価
的
交
換
」
を
検
討
し
て
い
る
と
見
ら
れ
る
事
案
も
あ
る
た

め
注
意
を
要
す
る
。D

eakin et al, supra note 19, pp. 177 -178; E. M
cG

aughey, 

‘Uber, the Taylor Review, M
utuality and the D

uty 
N
ot to M

isrepresent Em
ploym

ent Status

’ 48 （2

） ILJ 180, ch. 3 （2019

）.

（
116
）  
本
決
定
は
、A

utoclenz

事
件
判
決
を
引
用
し
、
当
事
者
間
で
交
わ
さ
れ
た
文
書
記
載
の
就
労
条
件
は
現
実
に
合
致
し
て
い
な
い
こ
と
を
理
由

に
、
実
態
の
分
析
に
基
づ
い
て
判
断
を
下
し
て
い
る
。

（
117
）  

我
が
国
で
も
、
自
転
車
に
よ
る
配
送
業
務
を
行
う
メ
ッ
セ
ン
ジ
ャ
ー
の
労
働
者
性
が
話
題
と
な
っ
て
い
る
と
こ
ろ
（
注
（
8
）
参
照
）、U

ber

事
件
判
決
と
の
比
較
検
討
も
有
益
と
思
わ
れ
る
。

（
118
）  U

ber

事
件
はReady M

ixed Concrete

事
件
を
先
例
と
し
て
引
用
し
て
い
な
い
が
、
実
質
的
に
は
Ｒ
Ｍ
Ｃ
枠
組
み
を
活
用
し
て
い
る
と
言
え

る
（
注
（
110
）、
同
事
件
雇
用
審
判
所
決
定
第
92
項
以
下
）。

（
119
）  Jam

es v Redcats （Brands
） Ltd ﹇2007

﹈ IRLR 296

も
同
様
の
見
解
で
あ
る
。

（
120
）  Freedland et al, supra note 3, p. 15; Em

ploym
ent status, supra note 40, p. 13.

（
121
）  Byrne Brothers 

（Form
work

） Ltd v Baird &
 O

rs 

﹇2002

﹈ ICR 667

の
雇
用
控
訴
審
判
所
は
、w

orker

の
認
定
に
お
い
て
は
、
コ
ン
ト

ロ
ー
ル
や
経
済
的
リ
ス
ク
の
配
分
等
、em

ployee

と
自
営
業
者
の
区
別
に
用
い
る
要
素
を
用
い
つ
つ
、w

orker

を
主
張
す
る
者
に
と
っ
て
有
利

な
よ
う
に
緩
や
か
に
認
定
す
る
べ
き
で
あ
る
（
‘to low

er the pass-m
ark

’）
と
し
た
。
た
だ
し
、
同
決
定
は
、
単
な
る
労
務
と
報
酬
の
対
価
的

交
換
と
は
区
別
さ
れ
る
義
務
の
相
互
性
を
認
め
て
い
な
い
よ
う
で
あ
る
。
同
決
定
に
対
す
る
批
判
と
し
てD

avidov, supra note 18, pp. 60 -61

。

（
122
）  Id., pp. 62 -65. Collins et al, supra note 28, p. 203. D

avidov

は
、U

ber

ド
ラ
イ
バ
ー
は
、
実
際
の
就
労
時
間
に
つ
い
てem

ployee

と

認
定
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
主
張
す
る
。G. D

avidov, 
‘The Status of U

ber D
rivers: A Purposive Approach

’ 6 

（1 -2

） SLLERJ 6 

（2017

）. 

な
お
米
国
で
は
、U

ber

ド
ラ
イ
バ
ー
の
労
働
者
性
を
肯
定
す
る
州
の
裁
判
例
が
あ
る
。O

’Connor v. U
ber Techs., Inc., 82 F. 

Supp. 3d 1133 （N. D. Cal. 2015

）.

（
123
）  

こ
れ
に
合
致
す
る
事
案
と
し
て
、
法
律
事
務
所
に
所
属
す
る
原
告
ソ
リ
ス
タ
（
Ｚ
Ｈ
Ｃ
就
労
者
で
は
な
い
）
が
Ｅ
Ｒ
Ａ
上
の
公
益
通
報
者
に
対

す
る
保
護
を
求
め
たBates van W

inkelhof v Clyde &
 Co LLP and O

rs ﹇2014
﹈3 All ER 225

が
挙
げ
ら
れ
る
。
同
事
件
の
最
高
裁
判
所

は
、
独
立
し
た
ビ
ジ
ネ
ス
を
営
む
が
、
一
人
の
主
要
な
顧
客
に
依
存
し
て
い
る
就
労
者
に
対
し
て
は
、
公
益
通
報
者
保
護
制
度
を
及
ぼ
す
こ
と
が
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制
度
趣
旨
に
も
合
致
す
る
と
し
て
、
原
告
のw

orker

性
を
肯
定
し
た
。
た
だ
し
、
公
益
通
報
者
制
度
は
必
ず
し
も
雇
用
保
護
の
範
疇
と
は
言
え

な
い
と
こ
ろ
、
本
判
決
を
も
っ
て
、
経
済
的
従
属
就
労
者
（
結
語
参
照
）
に
も
雇
用
保
護
立
法
の
適
用
を
拡
大
す
る
可
能
性
も
示
唆
さ
れ
て
い
る

と
考
え
て
よ
い
か
に
つ
い
て
は
更
な
る
検
討
を
要
す
る
と
考
え
る
。
な
お
、U
ber

事
件
で
も
公
益
通
報
者
に
対
す
る
保
護
は
請
求
の
一
つ
で
あ

る
（
第
四
章
㈡
２
参
照
）。

（
124
）  D

TI, D
ISC

U
SSIO

N
 D

O
C
U
M

EN
T O

N
 EM

PLOYM
EN

T STATU
S IN

 RELATIO
N
 TO

 STATU
TO

RY EM
PLOYM

EN
T 

RIG
H
TS （JU

LY 2002

）para. 36. 

及
び
注
（
28
）
参
照
。

（
125
）  Brodie
は
、
義
務
の
相
互
性
が
あ
れ
ばem

ployee

、
な
け
れ
ばw

orker

と
い
う
区
別
が
続
く
と
は
考
え
ら
れ
な
い
と
述
べ
て
い
る
。Brodie, 

supra note 99, p. 258.

（
126
）  

Ｒ
Ｍ
Ｃ
枠
組
み
は
「
自
ら
の
労
務
を
供
給
す
る
こ
と
」、
即
ちpersonally

要
件
を
含
む
。
し
か
し
、em

ployee

とw
orker

の
比
較
の
便
宜

の
た
め
、
以
下
本
稿
で
は
、personally

要
件
を
Ｒ
Ｍ
Ｃ
枠
組
み
と
区
別
し
て
記
述
す
る
。

（
127
）  

た
だ
し
、
実
体
法
上
はem

ployee

に
該
当
し
得
る
就
労
者
が
、
訴
訟
戦
略
上w

orker

該
当
性
を
主
張
し
、w

orker

と
認
定
さ
れ
る
場
合
が

あ
る
こ
と
に
注
意
が
必
要
で
あ
る
。

（
128
）  

こ
の
よ
う
に
理
解
す
る
場
合
、
Ｚ
Ｈ
Ｃ
就
労
者
以
外
の
非
正
規
就
労
者
は
相
変
わ
ら
ず
従
前
の
二
分
法
の
下
に
あ
り
、
二
分
法
の
変
容
は
部
分

的
に
起
き
て
い
る
に
過
ぎ
な
い
点
に
注
意
が
必
要
で
あ
る
。 

（
129
）  W

orker

の
導
入
に
よ
り
新
た
に
雇
用
保
護
立
法
の
対
象
と
な
る
就
労
者
は
、
全
就
労
者
の
約
五
％
と
す
る
調
査
も
あ
る
。B. Burchell, S. 

D
eakin and S. H

oney, The Em
ploym

ent Status of Individuals in N
on- Standard Em

ploym
ent, D

TI, Em
ploym

ent Relations  
Research Series N

o. 6, para. 8. 2. （1999

）.

（
130
）  Em

ploym
ent status, supra note 40, pp. 8 -11.

な
お
、
注
（
126
）
も
参
照
。

（
131
）  

義
務
の
相
互
性
が
な
い
と
し
てem

ployee

性
が
否
定
さ
れ
た
事
案
と
し
てSt Ives Plym

outh Lim
ited

事
件 （
注
（
66
））、Carm

ichael

事

件
（
注
（
89
））、Saha v V

iewpoint Field Services Ltd U
KEAT/0116/13

。
義
務
の
相
互
性
が
あ
る
と
し
てem

ployee

性
が
肯
定
さ
れ
た

事
案
と
し
てPulse H

ealthcare v Carewatch Care Services Ltd &
 O

rs KEAT/0123/12/BA

。
な
お
、Pulse H

ealthcare

事
件
で
は
、
当

事
者
間
の
契
約
書
に
は
非
相
互
条
項
が
含
ま
れ
て
い
た
が
、
実
態
に
鑑
み
て
義
務
の
相
互
性
の
存
在
が
認
定
さ
れ
た
。

（
132
）  Anderm

an, supra note 50, pp. 237 -241; Leighton, supra note 75, p. 64.

（
133
）  

必
ず
し
も
こ
れ
に
合
致
し
な
い
裁
判
例
が
あ
る
こ
と
は
注
（
121
）
及
び
注
（
123
）
の
と
お
り
。
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（
134
）  

注
（
72
）
参
照
。

（
135
）  Collins, supra note 5, pp. 6 -14; Collins et al, supra note 28, p. 7.

（
136
）  D

avidov, supra note 15, pp. 43 -48.
（
137
）  Id., pp. 38 -40

．
経
済
的
現
実
基
準
は
、
当
該
契
約
の
当
事
者
間
で
リ
ス
ク
が
ど
の
よ
う
に
配
分
さ
れ
て
い
る
か
を
問
う
基
準
で
あ
り
、
就
労

者
側
が
他
に
何
人
の
雇
主
（
顧
客
）
を
有
す
る
か
を
問
う
も
の
で
は
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
同
基
準
は
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
基
準
の
一
形
態
、
あ
る
い

は
少
な
く
と
も
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
基
準
と
オ
ー
バ
ー
ラ
ッ
プ
し
て
い
る
も
の
で
あ
る
。D

avidov, supra note 122, p. 13; Collins et al, supra 
note 28, p. 191.

（
138
）  D

avidov, supra note 18, p. 62.

（
139
）  

義
務
の
相
互
性
は
、
主
従
法
の
下
で
求
め
ら
れ
て
い
た
排
他
的
労
務
供
給
（
第
二
章
㈠
参
照
）
を
求
め
る
と
い
う
趣
旨
の
従
属
な
い
し
コ
ン
ト

ロ
ー
ル
を
意
味
す
る
と
い
う
見
解
も
あ
る
。D
eakin et al, supra note 24, p. 307. 

従
属
性
と
依
存
性
は
区
別
さ
れ
る
が
（D

avidov, supra 
note 18, pp. 61 -62

）、
常
に
截
然
と
区
別
し
得
な
い
こ
と
は
確
か
で
あ
ろ
う
。

（
140
）  

こ
の
点
に
関
連
し
、
パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
のem

ployee

性
は
長
ら
く
議
論
の
的
で
あ
っ
た 

（H
epple et al, supra note 76, p. 87

）。
今
日
で

は
二
〇
〇
〇
年
パ
ー
ト
タ
イ
ム
（
不
利
益
取
扱
防
止
）
規
則
（Part-tim

e W
orkers （Prevention of Less Favourable Treatm

ent

） Regula-
tions 2000

）
で
個
別
の
規
制
が
さ
れ
て
い
る
。

（
141
）  

ギ
グ
・
エ
コ
ノ
ミ
ー
就
労
者
の
多
く
は
、
他
の
収
入
源
を
有
し
て
い
る
と
い
う
。CIPD, supra note 3, ch. 2.

（
142
）  

Ｅ
Ｒ
Ａ
第
二
七
Ａ
条
⑶
は
、
Ｚ
Ｈ
Ｃ
内
に
、
当
該
Ｚ
Ｈ
Ｃ
以
外
の
契
約
に
基
づ
い
て
就
労
す
る
こ
と
を
禁
ず
る
条
項
を
含
め
て
も
執
行
で
き
な

い
旨
定
め
て
い
る
。

（
143
）  D

avidov, et al, supra note 15, pp. 123 -128 

（
こ
こ
で
は
、
英
国
に
お
け
る
広
義
のw

orker

は
、
他
の
多
く
の
国
に
お
け
る
労
働
者
概
念

と
ほ
ぼ
同
様
で
あ
る
と
い
う
指
摘
も
さ
れ
て
い
る
。）. 

岩
永
昌
晃
「
イ
ギ
リ
ス
に
お
け
る
労
働
法
の
適
用
対
象
者
㈡
完
」
法
学
論
叢
一
五
八
巻
一

号
七
二
頁
、
七
七
な
い
し
七
八
頁
。
こ
の
よ
う
な
理
解
に
疑
義
を
呈
す
る
も
の
と
し
て
石
田
信
平
「
イ
ギ
リ
ス
労
働
法
のW

orker

概
念

（
１
）」
季
労
二
六
二
号
一
七
八
頁
、
一
七
九
頁
。

（
144
）  P. D

avies and M
. Freedland, Labour Law: Text and M

aterials, W
eidenfeld and N

icolson, p. 457 （1979

）.

（
145
）  D

avies et al （1983

）, supra note 30, p18.

（
146
）  G

ood work, supra note 89; H
M

 G
overnm

ent, G
ood W

ork A
 response to the Taylor Review of M

odern W
orking Practices  
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